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及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進する。]
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の円滑な推進を図る。 ]
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商店街における先進的なチャレンジや商店街が地域で必要とされる機能の強化を支援。 ]

■自然環境整備交付金事業・環境保全施設整備交付金事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・47
[地方公共団体が行う国立・国定公園の整備、長距離自然歩道の整備、長寿命化対策などを支援し、地域の特性を生かし
た自然とのふれあいの場の整備や自然環境の保全・再生を行う。 ]

■生物多様性保全推進支援事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48

[地域における生物多様性の保全・再生に資する活動等に必要な経費の一部を国が交付することにより、国土全体の生物

多様性の保全を図り、自然共生社会づくりを着実に推進する。］

■文化財を活かした観光戦略推進プラン（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49
[「明日の日本を支える観光ビジョン」において掲げられた「文化財の観光資源としての開花」を実現するため、文化財
を中核とする観光拠点の整備、並びに当該拠点等において実施される文化財等の観光資源としての魅力を向上させ
る取組への支援] 

■伝統的建造物群基盤強化（文部科学省・文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50
［重要伝統的建造物群保存地区の修理等の事業を一体的に実施することにより災害に強く魅力的なまちづくりを実現
する。］

Ⅲ－１．特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業）

Ⅲ－２．特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）

新規

新規
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■国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業（文部科学省・文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・51
［文化財建造物の適切な周期による保存修理を行うと共に文化財の解説板、情報機器の設置や展示、便益、管理のため
の施設・設備等の特色ある活用の取組に対して支援し、観光資源としての充実及び地域の活性化を図る。］

■農山漁村振興交付金（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・52
［農山漁村が持つ豊かな地域資源を活用した観光・福祉・教育等と連携した取組や農山漁村への定住等を促進し、農山漁村
の振興を図ります。]

Ⅳ 特例措置（特区）を利用してまちの魅力を向上したい！

■構造改革特区域制度（内閣官房・内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・54
[構造改革を推進し、地域の活性化を図ることを目的として、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入する。] 

Ⅲ－３．特に…農林水産業を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）

Ⅳ．特例措置（特区）を利用して地域の魅力を向上したい！

5



ソフト事業
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Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）

○観光地域づくり相談窓口

近年、各地域において、地方自治体やNPO団体などのさまざまな主体による観光地域づくりの取組が積極的に
進められています。こうした活動を支援し、観光による地域の活性化を図るため、観光地域づくりの取組につい
て地域の方々が誰でも気軽に相談できる場として、平成20年4月より、観光庁内及び地方運輸局等に「観光地
域づくり相談窓口」を開設しています。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 〇相談事例
・観光地域づくり事例の紹介
自治体で観光戦略を作成するので、地域のイベントなどで成功例があれば教えてほしい。
→日本各地で熱意と創意工夫による魅力的な観光地づくりが行われており、このような地域の取り組みの一部

を紹介し、観光地づくりに取り組む方々へ広く参考となるよう事例集（観光地域づくり事例集）をまとめました。
・観光庁メールマガジンでの相談事例紹介
実際にご相談いただいた事例の中から参考になるものを観光庁メールマガジンにおいて、順次紹介しております。

相談内容に応じ、事例集などによるアドバイスや、農林水産省農村振興局や中小企業庁経営支援部など、国
土交通省に留まらず他省庁が実施しているものを含めた観光に関する支援メニューの紹介を行い、関係省庁や
部局へ橋渡しをします。その後も、状況に応じて適切なフォローを行います。なお、相談窓口では、全国を10の
エリアに分け、エリアごとの担当が相談をお受けします。

【連絡先】（全国） 国土交通省 観光庁 観光地域振興課（ＤＭＯ支援室） TEL: 03-5253-8328

〇各エリアの相談窓口連絡先

参考資料は６１ページ

東北運輸局観光部
観光地域振興課

022-380-1001

東北ブロック

関東運輸局観光部
観光地域振興課

045-211-7265

関東ブロック

中部運輸局観光部
観光地域振興課

052-952-8009

中部ブロック

観光庁
観光地域振興課
（ＤＭＯ支援室）

03-5253-8328

全国

近畿運輸局観光部
観光地域振興課

06-6949-6411

近畿ブロック

四国運輸局観光部
観光企画課

087-835-6735

四国ブロック

九州運輸局観光部
観光地域振興課

092-472-2920

九州ブロック

中国運輸局観光部
観光地域振興課

082-228-8703

中国ブロック

北陸信越運輸局観光部
観光地域振興課

025-285-9181

北陸信越ブロック

北海道運輸局観光部
観光地域振興課

011-290-2722

北海道ブロック

沖縄総合事務局運輸部
企画室

098-866-1812

沖縄ブロック
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○地方創生萬相談窓口

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に定められた地方創生施策の実施に取り組む地方公共団体の

自立的な取組を積極的に支援するため、各地方において、地方整備局及び地方運輸局が連携し、

相談体制を構築。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【 支 援 内 容 】 国土交通省関連施策について、横断的に対応。他省庁の施策がまたがる取組等に係る相談につ

いても、その相談内容に応じて、関連施策を担当している部局や関係機関への橋渡し、支援メ

ニューを紹介。

包括的な相談体制

市町村の地方創生の取組を行うに当たっての相談に対し、国土交通省の地方部局（地方整備局

及び地方運輸局）において一元的に対応。

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業） 参考資料は６２ページ

よろず

【連絡先】
（地方創生萬相談窓口）
北海道開発局 開発監理部 開発計画課

開発調整課
北海道運輸局 交通政策部 交通企画課
東北地方整備局 企画部 企画課
東北運輸局 交通政策部 交通企画課
関東地方整備局 企画部 企画課
関東運輸局 交通政策部 交通企画課
北陸地方整備局 企画部 広域計画課
北陸信越運輸局 交通政策部 交通企画課
中部地方整備局 企画部 広域計画課
中部運輸局 交通政策部 交通企画課
近畿地方整備局 企画部 企画課
近畿運輸局 交通政策部 交通企画課
中国地方整備局 企画部 企画課
中国運輸局 交通政策部 交通企画課
四国地方整備局 企画部 広域計画課
四国運輸局 交通政策部 交通企画課
九州地方整備局 企画部 企画課
九州運輸局 交通政策部 交通企画課
沖縄総合事務局 開発建設部 建設行政課

運輸部 企画室

TEL :  011-736-8325
TEL :  011-709-9216
TEL :  011-290-2721
TEL :  022-225-2171
TEL :  022-791-7507
TEL :  048-600-1329
TEL :  045-211-7209
TEL :  025-370-6687
TEL :  025-285-9151
TEL :  052-953-8129
TEL :  052-952-8006
TEL :  06-6942-4090
TEL :  06-6949-6409
TEL :  082-221-9231
TEL :  082-228-3495
TEL :  087-811-8309
TEL :  087-802-6725
TEL :  092-476-3542
TEL :  092-472-2315
TEL :  098-866-1908
TEL :  098-866-1812
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○広域周遊観光促進のための観光地域支援事業

【連絡先】 国土交通省 観光庁 観光地域振興課 TEL: 03-5253-8328

【 概 要 】 訪日外国人旅行者等の各地域への周遊を促進するため、ＤＭＯが中心となって行う、調査・戦略策定
からそれに基づく滞在コンテンツの充実、広域周遊観光促進のための環境整備、情報発信・プロモー
ションといった、地域の関係者が広域的に連携して観光客の来訪・滞在促進を図る取組に対して総合
的な支援を行う。

【 対 象 事 業 】 各ＤＭＯ策定の事業計画に位置づけられた外国人旅行者の誘客を目的とする以下の事業（ただし、
地方ブロック毎に開催される連絡調整会議における調整を行ったものに限る）
①調査・戦略策定 ②滞在コンテンツの充実
③広域周遊観光促進のための環境整備 ④情報発信・プロモーション

【 対 象 者 】 事業計画に位置づけられた事業の実施主体（訪日外国人旅行者のニーズに応える取組を行うＤＭＯ
その他民間事業者、地方公共団体）

平成３１年度要求額：

２，５００百万円

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業） 参考資料は６３ページ

・地域の広域連携ＤＭＯ・地域連携ＤＭＯ・地域ＤＭＯのほか、観光庁、地方運輸局、ＪＮＴＯ、関係事業者、

有識者等をメンバーとする連絡調整会議を地方ブロック単位で開催。
・各ＤＭＯが自らの事業と地域の地方公共団体、民間事業者の実施する事業をとりまとめの上、事業計画
を策定。

・連絡調整会議において、各ＤＭＯの事業計画の記載事項について調整を行うことにより、広域周遊観光
促進の観点から地域の連携・調整を図る。

支援内容

地域の連携・調整を図る仕組み

連絡調整会議

事業計画

有識者

広域連携DMO地域連携DMO 地域DMO

地方運輸局

観光庁 JNTO関係事業者

・計画の連携・調整の確保

・国による調査事業の実施・共有

とりまとめ 策定

ＤＭＯ実施事業

民間事業者
実施事業

地方公共団体
実施事業

とりまとめ 策定 とりまとめ 策定

事業計画

ＤＭＯ実施事業

民間事業者
実施事業

地方公共団体
実施事業

事業計画

ＤＭＯ実施事業

民間事業者
実施事業

地方公共団体
実施事業

具体的な 支援イメージ

①調査・戦略策定

データに基づき、
外国人旅行者に対
して訴求力のある
各種取組を実施す
るための調査・戦
略策定に係る取組
に対して支援。

マーケティング調査

②滞在コンテンツの充実

調査結果や策
定された戦略に
基づき、外国人
旅行者の滞在
の促進に繋が
るコンテンツの
充実に係る取
組に対して支援。 クルーズ船を活用した

コンテンツの開発

③広域周遊観光促進のための
環境整備

滞在コンテンツ
の充実とあわせ
て、エリア内で
の周遊を促す
ための環境整
備に係る取組
に対して支援。

二次交通検索サイトの整備

④情報発信・プロモーション

調査結果や策定
された戦略に基
づき、エリア内の
コンテンツの魅
力や周遊を促す
ための受入環境
に関する情報の
効果的な発信に
係る取組に対し

て支援。

SNS等による情報発信

主要ゲートウェイ
（国際空港等）

Ｋ市

地域ＤＭＯ
Ｍ市

地域ＤＭＯ

Ｏ市

地域ＤＭＯ

Ｌ市

地域ＤＭＯ

広域連携ＤＭＯ

滞在

滞在

滞在

滞在

Ｂ市 Ｄ町

Ｃ町 Ｅ村

地域連携ＤＭＯ

Ｇ市 Ｉ町

Ｈ町 Ｊ村

地域連携ＤＭＯ

地方部における来訪・滞在等を促進するイメージ

誘客

転泊

誘客

・・・キラーコンテンツ

・・・周辺の観光コンテンツ

誘客 誘客
宿泊・連泊

誘客

誘客

・ 各ＤＭＯの役割分担の下で、地域固有の文化、自然等を活用した観光コンテンツの充実及び交通アクセスの改
善をはじめとするストレスフリーで快適に旅行できる環境の整備を実施。

・ その上で、地域の観光資源・交通・宿泊情報等をターゲット層へ効果的に訴求することにより、地方部への来訪、
宿泊・連泊・転泊による長期滞在を促進 。

地域の連携による広域周遊観光の促進（イメージ）

Ａ市

宿泊・連泊

Ｆ市

宿泊・連泊

Ｎ市

地域ＤＭＯ
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○地域が稼ぐためのクラウドを活用した知的観光基盤整備事業

観光地域のマネジメント・マーケティングを「誰でも、簡単に、効率的に」行うことを可能とするシステム・ツールで
ある「ＤＭＯネット」を開発し、地域に提供する。

【 概 要 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 「ＤＭＯネット」の開発を通じた、
➀日本版ＤＭＯの実施するマネジメント・マーケティング業務を効率化するための各種支援ツールの提供
➁日本版ＤＭＯが必要とする専門業者・専門人材を検索・活用するためのマッチング機能の提供
➂日本版ＤＭＯが他地域のＤＭＯの先進的な取組等の情報を参照できる仕組みの提供

【連絡先】国土交通省 観光庁 観光地域振興課 TEL: 03-5253-8328

【 対 象 者 】 登録された日本版ＤＭＯ、日本版DMO候補法人等

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業） 参考資料は６４ページ
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【連絡先】
（１，２）経済産業省 商務・サービスグループ クールジャパン政策課 TEL:03-3501-1750
（３） 経済産業省 中小企業庁 創業・新事業促進課 TEL:03-3501-1767

○観光消費促進に向けたクールジャパン推進事業
平成３１年度概算要求額：
７２０百万円

【 概 要 】 DMO等を中心に外部人材や地域の中小企業者等と連携して、地域のヒト・コト・モノ全体のマーケティング・ブランディングから外国人
旅行者に向けたプロモーションまでを支援することで、地方へ人を呼び込む力を高めると同時に中小企業等が、外国人旅行者をター
ゲットとした地域らしい商材やサービス等の磨き上げを外部人材と連携等して行うことを支援することで地方で稼ぐ力を高める。
地方だけではできない人材育成やスマートリゾートの推進を実施するとともに、他地域との連携を支援することで観光消費増加による

国内全体の活性化を目指す。

【 対 象 事 業 】 （１）クールジャパンプロデュース支援事業
DMO等によるインバウンド需要のために外部人材の活用によりマーケティングからプロモーションまで行うプロデュース活動を促進。
DMO等のブランディングにあう日本らしい商材やサービスを有する中小企業等が、海外のライフスタイルやニーズ等に詳しい外部人

材の活用により行う、海外需要獲得に向けたプロデュース活動を促進。
（２）スマートリゾート推進事業

マスタープラン策定地域を中心とした８程度の地域においてスマートリゾート実現に向けたＦ／Ｓ調査を行うとともに導入計画を策定。
併せて先進的に取り組んでいる１地域において実証事業、実施計画策定の支援を行う。

（３）観光イノベーション人材育成事業
各地域における観光地域づくりを担う人材等の育成を目的として、OJT研修やスキルアップのための座学研修、ワークショップの開

催などを行う。

【 支 援 内 容 】 （１）クールジャパンプロデュース支援事業

〇補助：定額、10/10～２/３、1/２

【 対 象 者 】 DMO等、中小企業等

（２）スマートリゾート推進事業

〇補助：１０/１０、委託

（３）観光イノベーション人材育成事業

〇委託

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業） 新規
参考資料は
６５ページ
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○不動産証券化手法を活用したモデル事業の形成支援等

地域の不動産業者によるクラウドファンディング等を活用した空き家・空き店舗等の遊休不動産の再生を促進
するため、小規模不動産特定共同事業に係る特例の創設等を内容とする不動産特定共同事業法の一部を改
正する法律が第193回通常国会にて成立し、平成29年12月1日より施行された。
同制度を通じたより効率的・効果的な地方創生を図るため、新規参入予定者の人材育成に係るセミナー等の
開催や、同制度を始めとする不動産証券化手法の活用のモデルとなる事業を選定・支援し、事例・ノウハウを
横展開することを通じて、不動産証券化事業に係る地域の担い手を育成する。

【 概 要 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 ○小規模不動産特定共同事業に関するセミナーや実務に関する講習の開催
○選定した事業者等への案件形成支援（専門家によるアドバイザリーの実施）
○登録事業者及び事業関係者からなる全国会議の開催（事業者間のネットワークの形成促進） 等

【連絡先】国土交通省 土地・建設産業局 不動産市場整備課 TEL: 03-5253-8289

【 対 象 者 】 クラウドファンディングを活用した不動産証券化事業や不動産証券化手法による遊休不動産の再生事
業を検討している事業者等

※「不動産特定共同事業」：組合形式で出資を行い、不動産の売買や賃貸による収益を投資家に配当する事業。

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）

平成３１年度概算要求額：

５８百万円の内数

参考資料は６６ページ

登録事業者及び事業関係者からなる
全国プラットフォームの形成

不動産
オーナー

地方
自治体クラウド

ファンディング
事業者

工務店

宅建業者
金融機関

候補
テナント

受
託
業
者

国
土
交
通
省

委託委託
事
業
者

公
募
選
定

公募・選定・
アドバイザリー
支援

公募・選定・
アドバイザリー
支援

定期的な報告

事例収集・
分析

事例収集・
分析

○クラウドファンディングを活用するモデル的な事業や、PRE・所有者

不明土地等の遊休不動産を活用した先進事例となりうる事業者等を
募集、選定。
○専門家等によるアドバイザリーを実施し、案件形成を支援するとと
もに、事例収集・分析等を行う。 等

クラウドファンディングを活用するなど地域振興に資する
先進事例の形成促進

（

（

全国プラットフォーム

（ノウハウ共有、ネットワーキング）

地域プラットフォーム

小規模不動産特定共同事業の普及・登録に向けた人材育成

○小規模不動産特定共同事業に関する正しい理解に向けたセミナーの開催（地域プラットフォーム）

○主務大臣が指定する小規模不動産特定共同事業に関する実務についての講習の開催
（※事業者ごとに必置の業務管理者となるための要件の選択肢の一つ）

具体的な案件の構想
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【連絡先】 国土交通省 観光庁 観光産業課 観光人材政策室 TEL: 03-5253-8367

【 概 要 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

宿泊施設は、訪日外国人旅行者の増大や個人旅行志向など、経営環境が変化している中、従来の経営ノウハ
ウから脱却し、変革する必要があることから、生産性向上の取組みや外国人目線による情報開示を支援すると
ともに、事業承継の先行事例を取りまとめることにより、宿泊施設の経営力向上や集客力向上を図ることを目的
とする。

【 事 業 内 容 】 ①宿泊施設の生産性向上推進事業
宿泊施設単体の生産性向上を支援するとともに、宿泊施設が社員の共同活用等、互いに連携することで、地
域の宿泊施設全体の生産性を向上させるためのモデル事業を実施・検証する。

②宿泊施設の情報開示促進事業
旅館の認知度を向上させるとともに、外国人旅行者に宿泊施設として選択してもらうため、外国人旅行者が重
視するサービス情報の有無や旅館利用に関する情報をWebサイト上に掲載し、様々な情報開示を実施する。
また、セミナー等を通じて情報開示の必要性等を発信し、事業者の意識改革をすることで旅館業界の底上げを
図る。

③宿泊業の新陳代謝の促進事業承継
旅館等における後継者不足の解消に資するため、Ｍ＆Ａ等の事業承継のニーズや課題、先行事例における承
継前後の売上比較やその要因分析、優良事例の選定、データベース構築等の効果的な促進方策、自治体等
を含む支援措置等を調査。事例集として取りまとめ、全国の旅館等に広く周知を図る。

①宿泊施設の生産性向上推進事業

【 支 援 内 容 】

②宿泊施設の情報開示促進事業

①～③について、宿泊施設の生産性向上のため、委託事業を実施。

○宿泊施設を核とした地域の活性化促進事業

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）

平成３１年度概算要求額：

１５０百万円

参考資料は６７ページ

【宿泊施設等の連携による生産性向上】【各宿泊施設の生産性向上】

■経営者のスキルアップや意識改革のため、ワー
クショップを実施

■宿泊施設を拠点とした地域連携の取組による生
産性向上を図るため、社員の共同活用や滞在型体
験プログラムの開発等のビジネスモデルを形成す
る。

・若手社員の育
成が課題

・働きやすい職
場環境が必要

・従業員の能力
アップ

・作業の改善、
標準化

施設間連携による
人材の活用（イメージ）旅館Ａ

旅館Ｂ

スキルアップ

会社の付加価値向上
ＩＣＴ化による効率化

ツール
活用

ホテル

■ホテル・旅館において業務効率化等を効果的に
進めるための各種ツールを開発・公表

旅館事業者に向けた

セミナーやオンライン講座の実施
旅館内での様々な体験等を
コンテンツとして発信

旅館の認知度向上
並びに受入体制の強化

訪日外国人に向けた
旅館利用へのきっかけ作り
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【連絡先】 国土交通省 観光庁 観光資源課 TEL: 03-5253-8924

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）

【 概 要 】 国内外の旅行者の満足度の向上と消費活動の拠点の活性化に向けては、アニメや忍者ゆかりの地、
スポーツイベントなど、全国各地に点在する特定のテーマを観光資源として情報発信することが必要である
ことから、それぞれの拠点をネットワーク化し、情報発信力の強化や受入体制の整備を図る取組を支援する。

【 対 象 者 】 各地域において、特定の観光資源についての取組を、地方公共団体、観光協会、旅行会社等の観光関係
者等、地域資源を活用しようとする関係者で行っており、それら各地域から組織されるネットワーク。

【 支 援 内 容 】

【 対 象 事 業 】 本事業において実施できる事業例
１．観光客のニーズや満足度を調査するためのアンケートやモニターツアーに係る費用

観光客のニーズやターゲット層の把握等の基礎調査や満足度を検証し、磨き上げるためのアンケートや
モニターツアーにかかる費用

２．１．の調査結果等を踏まえた旅行客の受入体制強化のための費用
１．の調査結果等から得られた知見を構成団体間で共有するマニュアル作成
交通事業者や宿泊事業者との連携を強化するための会議費用
旅行商品の造成

３．１．の調査結果等を踏まえた情報発信のための費用
共同Webページ、共通パンフレット、共同マップの作成、各種ＰＲ(旅行博等)

４．ネットワーク拡大のための費用
同じテーマを観光資源とする団体や地域の実態把握調査、シンポジウムやセミナーの開催のための費用

５．報告書作成のための費用
１．～４．の個別事業に関する報告書作成にかかる費用

ただし、財産が残る可能性がある経費、協議会運営に係る人件費や会議出席等に係る構成員の旅費、
通信料等の経常的な経費は、支援の対象外。

参考資料を参照

○テーマ別観光による地方誘客事業
平成３１年度概算要求額：

７３百万円

参考資料は６８ページ
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【連絡先】経済産業省 製造産業局 生活製品課 伝統的工芸品産業室 TEL：03-3501-3544

○伝統的工芸品産業支援補助金
平成３１年度概算要求額：
３６０百万円

【概要】 「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（以下「伝産法」）」第2条に基づき指定を受け
た伝統的工芸品を対象とし、伝統的工芸品を製造する協同組合等が、同法の規定に
より経済産業大臣の認定を受けた各種事業計画に基づき実施する、後継者育成や需
要開拓・意匠開発等の取組を支援する。

【対象者】 国指定伝統的工芸品の製造協同組合等

【対象事業】 伝産法に基づき大臣認定を受けた3～5年の各種事業計画に沿って実施される事業を
対象とする。

【支援内容】 下記事業について、上限2,000万円を補助。（ ）は補助率。
【振興計画】 後継者育成事業（1/2、2/3以内）、技術・技法の記録収集・保存事業、

原材料確保対策事業、需要開拓事業、意匠開発事業（2/3以内）
【共同振興計画】 需要開拓等共同展開事業、新商品共同開発事業（2/3以内）
【活性化計画・連携活性化計画】 活性化事業、連携活性化事業（2/3以内）
【支援計画】 人材育成・交流支援事業、産地プロデューサー事業（1/2以内）

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）
参考資料は６９ページ
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【連絡先】
(１)(２)(３)(４)経済産業省 中小企業庁 創業・新事業促進課 03-3501-1767
(３) 経済産業省 通商政策局 総務課 03-3501-1827
(３) 経済産業省 貿易経済協力局 投資促進課 03-3501-1662

○国内・海外販路開拓強化支援事業
平成３１年度概算要求額：
２，７２０百万円

【 概 要 】 中小企業・小規模事業者が行う地域資源を活用した新商品・新サービスの開発等の支援に加え、製造事業者と連携した販路開拓を
行う小売事業者等への支援のほか、地域産品の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に向けた戦略の策定や海外販路開拓に向け
た海外展示会出展等のプロジェクトを支援。

【 対 象 事 業 】 （１）地域産業資源活用・農商工等連携事業
①中小企業・小規模事業者が、地域資源の活用や農林漁業者との連携により行う、商品・サービスの開発や販路開拓の費用を補助。
➁一般社団法人等が中小企業の地域資源活用を支援するために行う消費者嗜好に関する情報提供などの取組を支援。

（２）ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業
地域産品が持つ素材や技術等の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に向けた戦略の策定や、海外販路開拓に向けたブランド確

立のため、新商品開発や海外展示会出展等のプロジェクトを支援。

（３）現地進出支援強化事業
「中小企業海外展開現地支援プラットフォーム」の整備等により、進出後の課題対応も含めて一貫して支援。

（４）ＩＴ活用型販路開拓支援強化事業
マッチングサイトやＥＣ等を活用し、海外販路開拓を支援。

【 支 援 内 容 】（１）地域産業資源活用・農商工等連携事業
補助：原則、補助率1/2、上限額500万

支援事業者の場合、上限1,000万
４者連携の場合、1回目2/3、上限2,000万
機械化・IT化の場合、1回目2/3、上限1回目1,000万

（２）JAPANブランド育成支援事業
補助：補助上限額200万円（戦略策定段階）

定額補助
補助上限額2,000万円

（ブランド確立段階） 補助率1～2回目2/3、3回目1/2

（４）ＩＴ活用型販路開拓支援強化事業
補助：定額補助

（３）現地進出支援強化事業
補助：定額補助

【 対 象 者 】 民間団体等

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）
参考資料は７０ページ 新規
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拡大するインバウンド需要を農山漁村に取り込み、その地域での食体験を通
じて、日本の農山漁村に愛着と親しみを持ってもらうことが農林水産物・食品
の輸出拡大のために重要。

このため、味わいだけでない「食」まわりのストーリーも含めて地域の
「食」の魅力を磨き上げ、農山漁村の食・食文化を一体的なブランドとして海
外へ発信する取組を支援。

農山漁村の食・食文化ブランドの海外発信

食によるインバウンド対応推進事業
（28百万円）

地域特有の食とそれを支える農林水産業や景観等を活用して訪日外国人をもてなす
地域の取組をブランド化し海外に情報発信する取組を支援。

○食によるインバウンド対応推進事業 平成31年度概算要求額
：28百万円

参考資料は７１ページ

農林水産業によって
生み出される

地域の食

地域特有の歴史的なストーリー

食や農林水産業に
関連のある

地域資源

農林水産業

農山漁村へ訪日旅行客を呼び込み

認定地域をSAVOR JAPANブランドで
パッケージにして海外へ発信

SAVOR JAPAN認定地域

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/savorjp/index.html

認定地域の地域資
源のさらなる発掘・
磨き上げの支援

認定を目指す地域
の資源の発掘と磨
き上げの支援
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地方交付税措置

○JETプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業） 参考資料は
７２ページ
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【連絡先】 総務省 地域力創造グループ 人材力活性化・連携交流室 TEL: 03-5253-5392

○外部専門家（地域力創造アドバイザー）招へい事業

（様式１）（ソフト事業）特別交付税措置

【 概 要 】

【 対 象 者 】 定住自立圏構想に取り組む市町村又は条件不利地域をその区域の一部に含む市町村

市町村が、外部専門家（「地域人材ネット」登録者）を招へいして、地域独自の魅力や価値の向上、
地域力を高める取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

【 事業イメージ 】

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業） 参考資料は
７３ページ
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【連絡先】 総務省 地域力創造グループ 地域自立応援課 TEL: 03-5253-5392

○地域おこし企業人交流プログラム

（様式１）（ソフト事業）特別交付税措置

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】 市町村が、三大都市圏に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、
地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事することで、地方自治体と企業が協力して、地
方圏へのひとの流れを創出できるよう取り組む事業

【 支 援 内 容 】 ① 地域おこし企業人の受入れの期間前に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額に０．５を乗じて得た額。
（合計額が１，０００千円を超えるときは１，０００千円に０．５を乗じて得た額を上限）

② 地域おこし企業人の受入れの期間中に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額。
（合計額が３，５００千円を超えるときは３，５００千円を上限）

③ 地域おこし企業人の発案・提案した事業に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額に０．５を乗じて得た額。
（合計額が１，０００千円を超えるときは１，０００千円に０．５を乗じて得た額を上限）

【 事業イメージ 】

【 対 象 者 】 地域おこし企業人交流プログラムに取り組む地方自治体

市町村が、企業の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地域独自の魅力や価値の
向上等につなげる取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業） 参考資料は
７４ページ
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○地域おこし協力隊

【連絡先】 総務省 地域力創造グループ 地域自立応援課 TEL: 03-5253-5394

【 概 要 】

【 支 援 内 容 】 ① 地域おこし協力隊員の活動に要する経費
隊員１人あたり400万円上限

② 地域おこし協力隊員等の起業・事業承継に要する経費
最終年次又は任期終了翌年の起業する者又は事業を引き継ぐ者１人あたり100万円上限

➂ 地域おこし協力隊員の募集等に要する経費
１自治体あたり200万円上限

【 事業イメージ 】

【 対 象 者 】 地域おこし協力隊に取り組む地方自治体

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を地方公共団
体が「地域おこし協力隊」として委嘱する。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産
品の開発・販売・PR等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力
活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

特別交付税措置Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業） 参考資料は
７５ページ
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【連絡先】 国土交通省 観光庁 観光産業課 観光人材政策室 TEL: 03-5253-8367

【 概 要 】 多様化する外国人観光旅客の需要に的確に対応するため、改正通訳案内士法により全国展開が図られた地
域通訳案内士制度の活用を促し、地域通訳案内士育成等計画の策定を支援する。

【 事 業 内 容 】 これまで、各特例法に基づいて限定的に認められてきた地域特例通訳案内士については、通訳案内士法の改
正により、全国展開が図られたところ。改正通訳案内士法（平成30年1月4日施行）により、地域固有の観光の
魅力についての通訳案内に対する外国人観光旅客の需要に的確に対応するため、市町村又は都道府県は、
単独又は共同して、地域通訳案内士育成等計画を策定し、地域通訳案内士の育成、確保及び活用を図るこ
とができることとなったことから、今般、当該計画の策定を支援。

※地域通訳案内士とは
地域を訪れる外国人観光旅客に対し、有償で外国語を用いて観光案内を行うことを業とする者。地域通

訳案内士育成等計画に基づき、市町村又は都道府県が実施する地域の特性に応じた研修を受講すること
で資格が付与される。

※地域通訳案内士育成等計画
観光庁長官が定める地域通訳案内士育成等基本指針に基づき、市町村又は都道府県が地域通訳

案内士の育成、確保及び活用を図るために定める計画。

地域通訳案内士育成等計画の策定を希望する自治体に対し、必要な情報提供、技術的な助言を行うほか、
優良事例の横展開を図るなどの支援を行う。

【 支 援 内 容 】

【 対 象 者 】 地域通訳案内士育成等計画を策定する市町村又は都道府県（複数の自治体が共同する場合を含む）

○地域通訳案内士制度

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業） 参考資料は７６ページ
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【連絡先】 国土交通省 観光庁 観光産業課 観光人材政策室 TEL: 03-5253-8367

産業界のニーズを踏まえた観光人材育成事業の実施

即戦力となる現場の

我が国の観光産業を牽引する

トップレベルの

地域の観光産業を担う

① 我が国の観光産業を牽引する
トップレベルの経営人材の育成

② ⑴地域の観光産業を担う
中核人材の育成

⑵歴史的資源を活用した
観光まちづくりの担い手支援・育成

観光産業のトップ・中核人材育成
（質の不足への対応）

③観光産業の即戦力となる
実務人材の育成

活躍できる実務人材の育成
（量の不足への対応）

【 概 要 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

観光産業における、経営及び実務に係る人材の質と量両面での不足を解消し、高まるインバウンドのニーズに
対応できるよう、国際競争力を強化する。特に、地方における観光産業の中心となる旅館・ホテルの宿泊業に
携わる人材を育成し、地域活性化につなげる。また、教育機関における観光人材育成の取組について、今後、
自立的且つ持続的に実施できるよう、モデルとなるしくみを全国に発信することを目的とする。

【 事 業 内 容 】 ①観光産業をリードするトップレベルの経営人材育成
観光産業において国際競争に伍していくトップレベルの経営人材を創出するための取組として、平成30年４月
に一橋大学及び京都大学において「観光ＭＢＡ」を開学。産学官のワーキンググループ等を通じ、引き続きカリ
キュラムのブラッシュアップ等を実施。
②観光の中核を担う人材育成
宿泊業をはじめとした地域の観光産業を担う中核人材の育成・強化のための取組として、平成30年度は、青森
大学・鹿児島大学・東洋大学・明海大学・神戸山手大学・信州大学・横浜商科大学において、産学連携の社
会人向けの講座を実施。今後も本取組を継続し全国に展開。また、セミナーの実施、人材育成研修（応用編）
の実施、人材育成に関わるガイドラインの作成等を通して歴史的資源を活用した観光まちづくりの担い手支援・
育成を行う。
③即戦力となる地域の実践的な観光人材育成
インターンシップ等の先進的な実践授業を実施するとともに、地域における人材創出事業を実施。また、外国
人材受入れ環境整備のためのプラットフォームの構築に取り組む。

①～③について、カリキュラム開発や持続可能な体制構築のため、委託事業を実施【 支 援 内 容 】

○観光産業における人材育成事業

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

平成３１年度概算要求額：

４２１百万円

参考資料は７７ページ
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○テーマナビゲーター育成事業

訪日外国人旅行者の地域滞在の満足度を高めるため、地域の魅力あるテーマの観光資源について、外国人
対応可能な体験型観光を担うガイド人材を育成することにより、地域での体験滞在の満足度向上を図る。

【 概 要 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【支援内容】 地域の魅力ある特定のテーマの観光資源について、外国人対応可能なガイド人材（ナビゲーター）を育成・活用
するモデルケースを構築する。

【連絡先】国土交通省 観光庁 観光産業課 観光人材政策室 TEL: 03-5253-8367

【 対 象 者 】 テーマナビゲーターの育成を行う民間団体

平成３１年度概算要求額：
７０百万円

○ 訪日外国人旅行者が求める地域での対人コミュニケーションが満足に取れないため、外国人の地域滞在の満足度が
低い状況。

○ 訪日外国人旅行者の「コト消費」のニーズが高まっているものの、魅力的な体験型観光を担うガイド人材が不足しており、
「『楽しい国 日本』の実現に向けた観光資源の活性化に関する検討会議」においても、体験型コンテンツにおけるガイドの
育成等も提言に盛り込まれているところ。

○ 観光先進国であるアメリカ、フランス等に比べ、日本における旅行消費支出に占める娯楽サービス費の割合は、特に小
さい状況。

現状と課題

地域の魅力ある特定のテーマの観光資源について、外国人対応可能なガイド人材（ナビゲーター）を育成・活用する
モデルケースを構築するため、以下の取組を実施。

＜事業の流れ＞

①育成するテーマの選定（２テーマ程度）
※ガイド育成テーマの例：スノー、自然等

②育成するガイドを募集し、研修を実施

③育成ガイドを活用したモデルツアーの実施

④モデルツアーの効果検証、他地域へ横展開

＜スノー＞

＜自 然＞

事業概要

新規Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業） 参考資料は
７８ページ
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連 携

地方の企業
（特に中堅・中小）

経営サポート人材

専門人材

経営人材

販路開拓人材

都市圏などの
多様なプロ人材

地域金融機関 等

連 携

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル
人 材 戦 略 拠 点

プロフェッショナル人材戦略マネージャー

人材還流(転職)

「守りの経営」に埋もれる
潜在力の高い企業の発掘

「攻めの経営」への転換、
事業戦略具体化

プロフェッショナル人材
ニーズの明確化

プロ人材
活躍の場!!

大企業
人事部等

産業雇用安定センター

大企業との連携に基づく人材交流（出向・研修など）

人材ビジネス事業者

日本人材機構

各道府県は、潜在成長力ある地域企業に対し、プロフェッショナル人材の採用支援活動を行う、「プロ
フェッショナル人材戦略拠点」を設置し、平成28年１月頃から、本格的に活動を開始した。

各拠点は、地域企業の経営者を対象に、成長戦略や人材戦略への関心を引きつけるセミナー等の
活動を展開しつつ、成長が期待される企業に個別に接触し、経営者に「攻めの経営」と新たな事業展
開を促すことで、プロ人材に対する有望かつ明確なニーズを発掘し、人材市場に発信する。

地域金融機関や各種支援機関等とも、有望企業の発掘やその成長戦略の策定などで積極的に連
携。各地の拠点同士で協力しながら、都市部の大企業との人材交流の拡大や、地方創生インターン
シップ事業との連携、都市部のプロ人材に対する地域経済の潜在力アピールなどの活動を展開。日
本人材機構や、人材ビジネス事業者とも密接に連携しつつ、様々な形で、プロ人材の還流実現に取り
組む。

【連絡先】 内閣府 地方創生推進室 TEL: ０３－６２５７－１４１２
プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト
URL：http://www.pro-jinzai.go.jp/

○プロフェッショナル人材事業

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

平成３１年度概算要求額：
32百万円

参考資料は７９ページ
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【連絡先】 「地方創生カレッジ」 ＵＲＬ： https://chihousousei-college.jp/
○（公財） 日本生産性本部 地域経営支援センター ＴＥＬ ： ０３-３５１１-４０１３

ＦＡＸ ： ０３-３５１１-４０３９ Ｅ-ｍａｉｌ： college@jpc-net.jp            
○内閣府 地方創生推進室 ＴＥＬ ：０３-６２５７-１４１２

「地方創生カレッジ」は28年12月に開講。地方創生に真に必要かつ実

践的なカリキュラムを、ｅラーニング形式等で幅広く提供し、地域におけ
る地方創生人材の育成に繋げていく。
特に、DMOを中心とした観光分野の講座を多数提供している。

○地方創生カレッジ事業

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

平成３１年度概算要求額

：２６８百万円

参考資料は８０ページ
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【 概 要 】

【対象事業】

地方公共団体の文化事業の企画・実施能力を全国規模で向上させるととともに、地方公共
団体が主体となって取り組む文化芸術事業を支援する。

地方公共団体が主体となり、地域住民や地域の芸・産学官とともに実施する、地域の文化
芸術資源を活用した取組や、地方公共団体等による文化事業の企画・実施体制を構築・
強化する取組

○文化芸術創造拠点形成事業 平成３１年度予算額

： ２，３１２百万円

【連絡先】
文化庁地域文化創生本部暮らしの文化・アートグループ TEL：075-330-6730（直通）

【 対 象 者 】 地方公共団体

【事業イメージ】

Ⅰ－3．特に…文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）

【対象内容】 ○文化芸術による地域経済活性化に資する取組 補助金上限額： １億円（補助率１／２）
○地域の文化芸術の振興に資する取組 補助金上限額： ３千万円（補助率１／２）
○地域の文化施策推進体制を構築する取組 補助金上限額：２千万円（補助率１／２）

参考資料は８１ページ
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2019年ICOM京都大会や2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、博物館による日
本の魅力発信と地域活性化を図る観点から、複数の博物館により構成される博物館コンソーシアムによ
る共同展示や共同研修、多言語による情報発信等の取組を促進する。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【連絡先】 文化庁 企画調整課 TEL: 03-6734-4772

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】

○博物館ネットワークによる未来へのレガシー継承・発信事業 平成３１年度要求額

：６０百万円

（１） 博物館コンソーシアムによる魅力発信、地域活性化
複数の博物館が連携し、個々の博物館では成し得ない以下のような取組を実施することにより、

博物館による魅力発信と地域活性化を図る。
① 共同展示、共同研修
② 多言語による情報発信
③ その他、地域活性化等に資する博物館の機能強化の取組（開館時間の延長、ユニークベ

ニュー、アウトリーチ等）
（２） 博物館子供フォーラム（仮称）の実施
（３） 海外博物館専門家との研究交流
（４） 博物館レガシー調査研究

対象事業（１）～（4）について委託事業を実施

Ⅰ－3．特に…文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）

【 対 象 者 】 博物館又はその設置主体、複数の博物館により構成する実行委員会 等

参考資料は８２ページ
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地域の文化芸術の力を活用した国際発信力のある拠点の形成により、2020東京大会とその
後を見据えた効果的な対外発信を行い、訪日外国人（インバウンド）の増加、活力ある豊かな
地域社会の実現に資する。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【 支 援 内 容 】

○国際文化芸術発信拠点形成事業
平成３１年度要求額

：１，８５２百万円

日本全国で開催されている芸術祭や地方の行事をコアとした文化芸術事業を充実・発展させ、他分
野との有機的な連携を図ることで継続的に世界にアピールできる我が国を代表する国際文化芸術発
信拠点を形成する取組

○補助金予定額： 総額１８億円

○支援期間：最大５年間の継続支援

Ⅰ－3．特に…文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）

【 対 象 者 】 地方公共団体、民間企業を含む実行委員会等

【 事 業 イ メ ー ジ 】

参考資料は８３ページ

【連絡先】 文化庁文化部芸術文化課文化活動振興室 TEL：03-5253-4111（内線2836）
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○エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業 平成31年概算要求・要望額
：３１百万円

【連絡先】 環境省 自然環境局 国立公園課 国立公園利用推進室 TEL:03-5521-8271

【 概 要 】

【 支 援 内 容 】

国立公園等において、自然観光資源を活用した地域活性化を推進するため、エコツーリズム推進法に基づく全
体構想を作成し、原則として3年以内に認定申請を行う方針を有する地域協議会に対して、魅力あるプログラ
ムの開発、ガイド等の人材育成などの地域のエコツーリズムの活動を支援する。

エコツーリズム地域活性化支援事業（交付金）
エコツーリズムを推進する活動で以下に掲げる事業等を支援。

・エコツーリズム推進全体構想の作成
・エコツーリズムの推進体制の整備、強化
・資源調査
・エコツアーのプログラムづくり
・ガイド等の人材育成 等

エコツーリズム地域活性化支援事業（交付金）
・交付対象経費の1/2を助成（１地域あたりの交付金額は最大で500万円（H30年度実績））

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

Ⅰ－4．特に…エコツーリズムの取組をしたい！ （ソフト事業） 参考資料は８４ページ
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○地域IoT実装総合支援 平成３１年度予算額
：６０３百万円

【 概 要 】 地域活性化及び地域課題解決に向け、ICT/IoTの実装を目指す地域を対象に、地方公共団体のICT/IoT実装に関する計画
策定への支援、実装事業への財政支援、地域情報化アドバイザー派遣による人的支援など地域IoTの実装を総合的に支援

【 対 象 事 業 】

【連絡先】 総務省 情報流通行政局 地域通信振興課 TEL:03-5253-5756

【 対 象 者 】 地方公共団体、民間事業者

Ⅰ-5 特に…ITを活用したい！ （ソフト事業）

（１）地域IoT実装推進事業
これまでの実証等の取組を通じて創出されたICT/IoT利活用の分野別成功モデル（観光クラウド、シェアリングエコノミー等）
の普及展開を促進
（２）地域IoT実装推進に向けた調査研究・計画策定支援事業
地域単位での調査研究を通じ、地方公共団体のICT/IoT実装に関する具体的な戦略・計画の策定を支援
（３）地域情報化アドバイザー派遣事業
ＩＣＴ/ＩｏＴの知見を有する専門家を派遣し、ＩＣＴ利活用やＩｏＴ実装を促進

【 支 援 内 容 】 （１）地域IoT実装推進事業
① 都道府県及び政令指定都市を除く地方公共団体については１／２（上限２，０００万円）以内
② 都道府県及び政令指定都市を除く地方公共団体のうち、条件不利地域に該当する地方公共団体については１／２（上
限２，０００万円）以内又は定額（上限１，５００万円）
③ 地方公共団体以外にあっては１／２（上限２，０００万円）以内
（２）地域IoT実装推進に向けた調査研究・計画策定支援事業
調査研究を通じて、複数の地方公共団体における地域IoT実装推進のための計画策定を支援
（３）地域情報化アドバイザー派遣事業
地域が抱える様々な課題を解決するため、ICT/ＩｏＴを利活用した取組を検討する地方公共団体等からの求めに応じ、ICT/Ｉ
ｏＴの専門的な知見やノウハウを有する「地域情報化アドバイザー」を派遣し、 ICT/ＩｏＴ利活用に関する助言等を行う。

参考資料は８５ページ
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○地域オープンデータ推進事業
平成３１年度概算要求額：
４５０百万円

【 概 要 】 地域の課題解決や経済活性化、行政の高度化等に資するオープンデータを推進するため、
地方公共団体におけるオープンデータの取組を支援する。

【支援内容】 地方公共団体におけるオープンデータの取組を支援するため、データの加工・公開などオー
プンデータ化に必要な知識・技術を体系的に習得できる研修を全国各地で実施し、地域で
オープンデータを推進する地方公共団体職員を育成する。併せて、データを保有する地方公
共団体とそれを活用する民間事業者等との調整・仲介や、公開されたオープンデータの有効
活用につながる先進事例のユースケースの策定を行う。

【 対 象 者 】 地方公共団体など

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【連絡先】 総務省 情報流通行政局 情報流通振興課 TEL:03-5253-5748

新規Ⅰ-5 特に…ITを活用したい！ （ソフト事業） 参考資料は８６ページ
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■概要

橋、ダム、港などのインフラ（社会資本）を観光資源として活用したインフラツアーを紹介するインフ

ラツーリズムポータルサイトを平成28年1月22日に開設し、全国各地で実施されている現場見学会

や民間事業者が催行するツアーなど、幅広く情報発信することにより地域活動を支援します。

施設見学を取り入れたツアーの企画・催行は各地方整備局等の窓口へご相談下さい。

【連絡先】 国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 TEL: 03-5253-8912

インフラツーリズムポータルサイト

北海道開発局 開発監理部開発調整課
東北地方整備局 企画部企画課
関東地方整備局 企画部広域計画課
北陸地方整備局 企画部広域計画課
中部地方整備局 企画部企画課
近畿地方整備局 企画部企画課
中国地方整備局 企画部企画課
四国地方整備局 企画部企画課
九州地方整備局 企画部企画課
沖縄総合事務局 開発建設部建設行政課

インフラツーリズムポータルサイト で

（URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/infratourism/index.html）

○インフラツーリズム

Ⅱ．地域の魅力を発信したい！ （ソフト事業） 参考資料は８７ページ

■各地の相談窓口

全国のインフラツアー等を掲載

TEL:011-709-2311
TEL:022-225-2171
TEL:048-600-1330
TEL:025-280-8880
TEL:052-953-8127
TEL:06-6942-1141
TEL:082-221-9231
TEL:087-811-8308
TEL:092-476-3542
TEL:098-866-1908

海上から300m上の主塔に登る人気のツアー
○世界最長の吊橋「明石海峡大橋」〔兵庫県〕
（本州四国連絡高速道路株式会社）

インフラツーリズムの取組概要（パネルも掲載）

まるで『地下神殿』。大雨による水をため込む巨大な調圧水槽を見学
○首都圏外郭放水路 〔埼玉県〕
（国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所）
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ソフト＆ハード事業
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○訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 平成３１年度要求額
：７，７６０百万円の内数

【連絡先】(1) 国土交通省 総合政策局 公共交通政策部 交通支援課 TEL：03-5253-8396
(2) 国土交通省 観光庁 観光産業課 TEL：03-5253-8330

【 概 要 】 訪日外国人旅行者数4,000万人等の実現に向けて、ストレスフリーで快適な受入環境整備を図るため、全国共通ＩＣカード
の導入等の観光地までの移動円滑化や無料Wi-Fiの整備等の滞在時の快適性の向上等の取組について、地域の実情に
応じて支援する。

【 対 象 事 業 】 (1)交通サービスインバウンド対応等支援事業
・ ストレスフリーな交通利用環境の利便性向上等を実現するため、全国ICカードの導入、交通施設や車両等の洋式トイレ・
多機能トイレの整備、鉄道駅・バスターミナル等における移動円滑化のインバウンド対応事業に要する経費の一部について
支援。

(2)宿泊施設のストレスフリー環境整備事業
・ 旅館・ホテル等の宿泊施設において、訪日外国人旅行者にとって利用しやすい宿泊環境の整備を促進するため、宿泊
事業者が実施する無料公衆無線LAN環境整備や決済端末整備等の基本的ストレスフリー環境整備、及びトイレのバリアフ
リー化や出入口の改修等のバリアフリー環境整備に要する経費の一部について支援。

【 対 象 者 】地方公共団体、民間事業者、協議会等

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

※ 写真はイメージ例【事業イメージ】

参考資料は８８ページ

(2)宿泊施設のストレスフリー環境整備事業

等

【 支 援 内 容 】 補助率
(１)・・・・・・・・・・・・定額、１／２、２／５、１／３、１／４（交通サービス調査事業においては上限1,000万円）
(２)・・・・・・・・・・・・基本的ストレスフリー環境整備：１／３

（補助金の合計額は宿泊事業者等団体又は構成員宿泊事業者の数に100万円を乗じた額を上限とする。
また宿泊事業者等団体又は一の構成員宿泊事業者に対する補助金の額は100万円を上限とする。）
バリアフリー環境整備：定額100万円、１／２（上限500万円）

(1)交通サービスインバウンド対応等支援事業

全国共通ICカードの導入

多言語バスロケーションシステム
の設置

・鉄道駅・バスターミナル等における移動円滑化

車内等を含めた洋式トイ
レの整備

■基本的ストレスフリー環境整備

■バリアフリー環境整備

無料Wi-Fiの整備 決済端末の整備

トイレのバリアフリー化 出入口の改修

等
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○社会資本整備総合交付金

地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、政策目的実現のための基幹的な社会資本整備
事業のほか、関連する社会資本整備事業等を総合的・一体的に支援。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【事業イメージ】

基幹事業 関連事業

社会資本総合整備計画の目標を実現するために交付金事業者が
実施する基幹的な事業
・道路事業 ・港湾事業
・河川事業 ・砂防事業
・地すべり対策事業 ・急傾斜地崩壊対策事業
・下水道事業 ・その他総合的な治水事業
・海岸事業 ・都市再生整備計画事業
・広域連携事業 ・都市公園・緑地等事業
・市街地整備事業 ・都市水環境整備事業
・地域住宅計画に基づく事業 ・住環境整備事業

社会資本総合整備計画の目標
を実現するため、基幹事業と一
体的に実施する事業等

【 特 長 】 ・地域が抱える政策課題を自ら抽出して整備計画で明確化
・地域が設定した具体的な政策課題の解決のため、トータルで支援
・地方公共団体の自由度を高め、使い勝手を向上

個別補助金 交付金制度

個別施設ごとにタテ割り
で補助採択

補助金が余れば返還か
繰越手続
（他には回せない）

個々のハード整備にだけ
使用

国が詳細に事前審査
個々のアウトプットに着目

計画全体をパッケージで採択

計画内の他事業に国費の流用可
（予算補助事業は）年度間でも国費率の調整可

⇒ 返還・繰越の手続不要。順調な事業の進捗も可能。

基幹のハード事業と一体的に行う他種の事業を自由に選択可
（関連社会資本整備事業）

メニューが限定されない、地方の創意工夫を活かした事業も可
（効果促進事業：基幹事業の効果を促進する事業）

地方自らが目標を設定し、事後評価・公表
計画全体としてのアウトカムに着目

【連絡先】 国土交通省 大臣官房 社会資本整備総合交付金等総合調整室 TEL: 03-5253-8967

平成３１年度概算要求額：
１，０６６，３２９百万円の内数

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業） 参考資料は８９ページ
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地方公共団体が行う社会基盤整備において、官民が連携し、民間の投資や活動と一体的に実施するこ
とにより、観光振興等地域を活性化させる事業について、事業化検討経費を支援する。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 民間の事業活動等と一体的に行うことにより、優れた効果の発現や効率性が期待できる国土交通省
所管の基盤整備事業（道路、海岸、河川、港湾、都市公園、鉄道、空港等の公共土木施設）の事業化
に向けた必要な検討経費を支援する。
（例）基礎データ収集、需要予測、概略設計、PPP/PFIに係る事業手法検討 等

（平成３１年度の概算要求内容）
民間事業活動と一体的に実施する社会基盤整備の事業化検討の機動的な支援について、PPP/PFI

推進アクションプランの目標達成に向け、 PPP/PFI検討案件の優先採択等の措置を講ずるとともに、広
域的な観光・交流拠点形成の促進に係る基盤整備の調査を重点支援する。

○官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業

配分先 ： 地方公共団体（都道府県、特別区、市町村（一部事務組合及び広域連合を含む））
補助率 ：１／２ ※採択にあたって金額に下限値、上限値はない
対象分野：国土交通省所管の基盤整備事業の事業化検討調査

（例）道路、海岸、河川、港湾、都市公園、鉄道、空港等の公共土木施設

平成３１年度概算要求額
：３９１百万円

【連絡先】国土交通省 国土政策局 広域地方政策課 調整室 TEL: 03-5253-8111（内線29-924）

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業） 参考資料は９０ページ

【凡例】 社会基盤整備 民間活動

○広域的な観光拠点形成の促進に係る基盤整備の調査

【調査内容】
・大型クルーズ船寄港に対応した港湾施設整
備のための広域観光需要調査

・岸壁、エプロン、駐車場、アクセス道路、港湾
緑地の概略設計

・大型クルーズ船寄港に必要な港湾機能の検
討（安全入出港のためのシミュレーターを活
用した接岸・回頭調査等）

・港湾緑地の整備・管理運営に係るPPP/PFI
導入可能性検討

【調査内容】
・広域観光拠点の形成に向けたアクセス道路、
駐車場、地域交流施設等の整備に係る需要
調査、配置検討、概略設計、整備効果検討

・地域交流施設の整備・管理運営に係る
PPP/PFI導入可能性検討

例：大型クルーズ船受入のための港湾施設整備の検討

例：地域活性化の拠点となる 「道の駅」整備の検討
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【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】

○離島活性化交付金

-39-

離島における地域活性化を推進するため、地方自治体等による離島の観光情報の発信、観光の拡大のため
の仕掛けづくり及び島外住民との交流の実施など、観光の推進による交流の拡大を支援する。

上記事業に対する取り組みに対し、以下の交付率にて支援を行う。

補助率：都道県、市町村、一部事務組合・・・予算の範囲内で各事業の1/2以内
民間団体・・・予算の範囲内で各事業の1/3以内（ただし、国の負担額は、地方公共団体

の負担額と同額までとし、都道県、市町村、一部事務組合を通じた間接
補助とする。）
流通効率化関連施設整備等事業については、1/2以内
特定有人国境離島地域における輸送費支援事業については、6/10以内（ただし、
国の負担額は、地方公共団体の負担額の３倍を超えない額までとする。）

○「定住促進」事業・・・雇用機会の創出のための戦略産品開発、戦略産品の移出及び戦略産品の原材料等
の移入に係る海上輸送費支援、Ｕ・Ｊ・Ｉターン希望者のための情報提供、空家改修等の人材受入のための施
設整備、流通効率化関連施設整備など

○「交流促進」事業・・・離島における地域情報の発信、交流拡大のための仕掛けづくり、当該住民との交流の
実施の推進など

○「安全安心向上」事業・・・防災機能強化事業、防災計画策定等事業など

【連絡先】 国土交通省 国土政策局 離島振興課 TEL: 03-5253-8421

平成３１年度概算要求額

：１，８６０百万円の内数

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業） 参考資料は９１ページ
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○地域再生制度

【連絡先】 内閣府 地方創生推進事務局 地域再生担当TEL: 03-5510-2474

【 概 要 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 地域再生計画に記載し、認定を受けることにより活用することが可能となる法律上の特別の措置及び各所管省
庁が地域再生計画と連動して実施する施策は、地域再生基本方針別表のとおり。

【観光地域づくりに資する施策】
○地方創生推進交付金（内閣府）
○企業版ふるさと納税（内閣府）
○地域再生エリアマネジメント負担金制度（内閣府）
○商店街活性化促進事業に係る手続・資金調達の特例等（内閣府）
○農山漁村振興交付金（農林水産省） 等
詳しくはこちら（ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/kettei.html ）

地方公共団体が行う自主的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の
活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域再生法に基づき地方公共団体が作成する地域再生
計画の認定等を行う。

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業） 参考資料は９２ページ

○地域再生法（平成17年法律第24号）

○地域再生計画の認定プロセス

○地方公共団体が作成する地域再生計画を内
閣総理大臣が認定、認定計画に基づく措置
を通じて、自主的・自立的な地域の活力の
再生に関する取組を支援

○地域再生の施策は、「就業の機会の創
出」「経済基盤の強化」「生活環境の整
備」が３本柱

○地域再生法は、各府省横断的・総合的な
施策を乗せる共通プラットフォームとし
て機能

○計画認定には、地域再生基本方針（閣議
決定）への適合を確認

作成

地域再生計画
（5,948件を認定(～H30.8)）

認定

支援

国

計画申請は年３回
申請から３月
以内に認定

地 域

民間事業者
NPO等

地域住民

地方公共団体

内閣総理大臣認定
関係行政機関の同意

■地域再生法に基づく支援 （※印はH30年改正で創設・拡充）

①地方創生推進交付金

②企業版ふるさと納税

③地域再生支援利子補給金

④企業の地方拠点強化の促進に係る課税の
特例等※

⑤エリアマネジメント活動に係る負担金の徴収・
交付（地域再生エリアマネジメント負担金制度）※

⑥商店街活性化促進事業に係る手続・資金調達
の特例等※

⑦「小さな拠点」形成に係る手続・課税の特例※

⑧「生涯活躍のまち」形成に係る手続の特例

⑨農地等の転用等の許可の特例
（その他：特定政策課題の解決に資する事業への支援措
置）

■それ以外の連動施策
・農山漁村施行交付金 －農林水産省－
・地域公共交通確保維持改善事業 －国土交通省－

等
府省横断的に様々な支援措置の活用が可能。

主な支援措置メニュー主な支援措置メニュー
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○地方創生推進交付金

【連絡先】 内閣府 地方創生推進事務局 地方創生推進交付金担当 TEL: 03-3581-4213

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】 地方創生の推進を目的として、地方公共団体において、それぞれの地方版総合戦略に位置づけられ
た事業であり、具体的には以下のような分野を想定：

【 支 援 内 容 】 地域再生法第5条4項1号に基づく地域再生計画に記載されている事項に対して、国から、地方創生推進
交付金（補助率：1/2）を交付。

【 事業イメージ 】

【 対 象 者 】 地方公共団体

平成３１年度概算要求額

：１，１５０億円

地方創生の推進を目的として、地方版総合戦略に基づき、地方公共団体が自主的・主体的に行う先
導的な事業のうち、地域再生計画に記載された、複数年度にわたる事業について、国から交付金を直接
交付することにより、安定的かつ継続的に支援する。

（１）しごと創生・・・・・・・・・・ ローカルイノベーション、ローカルブランディング（日本版DMO、地域商社）、ロー
カルサービス生産性向上 等

（２）地方への人の流れ・・・ 移住促進、生涯活躍のまち、地方創生人材の確保・育成 等

（３）働き方改革・・・・・・・・・ 若者雇用対策、ワークライフバランスの実現 等

（４）まちづくり・・・・・・・・・・・ コンパクトシティ、小さな拠点、まちの賑わいの創出、連携中枢都市、商店街活
性化 等

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業） 参考資料は９３ページ
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○中心市街地活性化制度

【連絡先】 内閣府 地方創生推進事務局 中心市街地活性化担当 TEL: 03-5510-2338

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業） 参考資料は９４ページ

中心市街地活性化法の概要

【目 的】 少子高齢化、消費生活等の状況変化に対応して、中心市街地における都市
機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進。

【基本理念】 地方公共団体、地域住民及び関連事業者が相互に密接な連携を図りつつ
主体的に取り組むことの重要性にかんがみ、その取組に対して国が集中的かつ
効果的に支援を行う。

基本方針（中心市街地活性化本部が案を作成→閣議決定）

中心市街地活性化
基本計画

＜市町村が作成＞

基本計画
への意見

認定中心市街地活性化基本計画

認定計画の実施等に
ついて意見

関係行政機関の長

協
議

同
意

内閣総理大臣による認定制度

認定
申請 認定

地域ぐるみ
の取組

中
心
市
街
地
活
性
化
協
議
会

（ま
ち
づ
く
り
会
社
・商
工
会
議
所
・市
町
村
・民
間
事
業
者
・地
域
住
民
等
）

（
例
）

認定基本計画への重点的な支援

経済活力の向上

市街地の整備改善

まちなか居住の推進

・地域・まちなか商業活性化支援事業
・中心市街地活性化ソフト事業

・中心市街地共同住宅供給事業※

都市福利施設の整備

・都市再生整備計画事業※

国土交通省、経済産業省、総務省等

※社会資本整備総合交付金を活用して支援

○基本的な方針
○位置及び区域
○目標（定量的な数値目標）
○計画期間（概ね５年以内）
○中心市街地活性化のための事業
○フォローアップ
○推進体制 等

・暮らし・にぎわい再生事業※
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○地域公共交通確保維持改善事業

◆ 地域公共交通活性化再生法等を踏まえ、持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向けた
取組を支援

【連絡先】 国土交通省 総合政策局 公共交通政策部 交通支援課 TEL: 03-5253-8396

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

平成３１年度要求額

：２９，３２７百万円

参考資料は９５ページ

＜支援の内容＞
○ 幹線バス交通の運行

地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の運行や車両購入を支援。

○ 地域内交通の運行
過疎地域等において、コミュニティバス、デマンドタクシー等の地域内交通の
運行や車両購入等を支援。

○ 離島航路・航空路の運航
離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である離島航路・航空路の運航等
を支援。

地域公共交通確保維持事業
（地域の特性に応じた生活交通の確保維持）

＜支援の内容＞
○ 地域公共交通網形成計画等の策定に係る調査

○ 地域公共交通網形成計画等に基づく利用促進・
事業評価

○ 地域におけるバリアフリー化の促進を図るための
移動等円滑化促進方針の策定に係る調査

＜支援の内容＞

○ ノンステップバスの導入、鉄道駅における内方線付
点状ブロックの整備 等

○ 地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等
（上下分離等を行う鉄道事業再構築事業には支援充実）

地域公共交通バリア解消促進等事業
（快適で安全な公共交通の構築）

＜支援の内容＞

○ 交通圏全体を見据えた地域公共交通ネットワーク
再構築に、都道府県・市町村・交通事業者等が
協働して役割分担の明確化を図りつつ、先行的に
取り組む場合、都道府県等に対し、計画策定費、
実証運行費等を支援。

地域公共交通協働トライアル推進事業 【拡充】
（交通圏全体を見据えた地域公共交通ネットワーク

再構築に向けた先行的な取組の後押し）

※国の認定を受けた地域公共交通再編実施計画に基づく事業（地方路線バスの利便性向上、運行効率化等の
ためのバス路線の再編やデマンド型等の多様なサービスの導入等）を実施する際には、まちづくり支援とも連携し、
支援内容を充実

地域公共交通調査等事業
（地域公共交通ネットワーク形成に

向けた計画策定等の後押し）

線
路
側

ホ
ー
ム
側

線
路
側

ホ
ー
ム
側
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国土交通省 水管理・国土保全局 河川環境課 TEL: 03-5253-8447

○かわまちづくり支援制度
平成３１年度概算要求額：
都市水環境整備２９，３０８百万円の内数
社会資本整備総合交付金１，０６６，３２９百万円の内数

○河口から水源地まで様々な姿を見せる河川とそれに繋がるまちを活性化するため、地域の景観、歴史、文化
及び観光基盤などの「資源」や地域の創意に富んだ「知恵」を活かし、市町村、民間事業者及び地元住民と河
川管理者の連携の下、河川空間とまち空間が融合した良好な空間形成を目指します。

〇民間事業者の方々も、自ら発意をして「かわまちづくり計画」を策定する主体者となることが可能です。
○民間事業者の方々にも気軽にご相談いただける「かわまちづくりよろず相談窓口」を開設しています。

優良事例等に関する情報提供のほか、河川敷のイベント広場やオープンカフェの設置等、地
域のニーズに対応した河川敷地の多様な利用を可能とする「都市・地域再生等利用区域」の指
定等を支援

【 概 要 】

【ソフト支援】

【ハード支援】 治水上及び河川利用上の安全・安心に係る河川管理施設の整備を通じ、まちづくりと一体と
なった水辺整備を支援

（民間事業者と連携した水辺整備の例）
・民間事業者による水辺のオープンカフェ等の営業活動と
河川管理者による護岸整備や管理用道路の整備

・民間事業者による遊覧船等の運行と河川管理者による防
災船着場の開放

【 実 施 事 例 】 【「かわまちづくり」の流れ】

【民間事業者と河川管理者が連携した取組】

【民間事業者が入った協議会が申請する場合の例】

民間事業者住民等 市町村 河川管理者

かわまちづくり計画作成

申請書作成・提出 水管理・
国土保全
局長登録

事業の推進（ソフト・ハード）

水辺と周辺地域の魅力向上

フォローアップ

・水辺整備
・民間事業者の施設

整備と一体となって
行う水辺整備
・占用許可準則の緩和
・積極的プロモート
・河川管理者による

利活用 等

支援・助言

民間活力を活かした「かわまちづくり」により地域が活性化

連携連携

事業計画と地域のまちづくり計画との整合確認

協議

連携

水辺を利活用
する検討 相談※相談

※専用窓口を設置

かわまちづくりよろず相談窓口（略称『かわよろず』） hqt-kawamachi※ml.mlit.go.jp
セキュリティー対策のため、※は@に置き換えた上で送信願います

かわまちづくり支援制度に関するＨＰ http://www.mlit.go.jp/river/kankyo/main/kankyou/machizukuri/

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

管理用通路を活用したフットパス（最上川）

水辺のオープンカフェ（那珂川）

参考資料は９６ページ
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○街なみ環境整備事業

-45-

住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び街づくり協定を結んだ住民が協力
して、住宅、地区施設等の整備改善を行うことにより、ゆとりとうるおいのある住宅地区を形成する。

【街なみ環境整備促進区域】
面積１ha以上かつ、①～③のいずれかの要件に該当する区域
①接道不良住宅（※）率70%以上かつ、住宅密度30戸/ha以上
②区域内の幅員6m以上の道路の延長が区域内の道路総延長の1/4未満であり、かつ、公園、広場及び緑地の面積

の合計が区域の面積の3%未満である区域
③景観法による景観計画区域又は景観地区の一部又は全部を含む区域、歴史的風致維持向上計画の重点区域の

一部又は全部を含む区域及び条例等により景観形成を図るべきこととされている区域
（※）接道不良住宅とは、幅員4m以上の道路に接していない住宅をいう。
【街なみ環境整備事業地区】
街なみ環境整備促進区域において、地区面積0.2ha以上かつ、区域内土地所有者等による「街づくり協定」が締結され
ている地区

地区内の公共施設の整備

道路・公園等の整備

生活環境施設の整備

（集会所、地区の景観形成の
ため設置する非営利的施設等）

公共施設の修景
（道路の美装化、街路灯整備等）

電線地中化

（交付率：１/2）

協議会の活動の助成

協議会の活動の助成

勉強会､見学会､資料収集等
（交付率：1/2）

空家住宅等の除却 空家住宅等の除却（交付率：1/2）

街なみ景観整備の助成

住宅等の修景
（外観の修景の整備）

（交付率：1/2、1/3）

景観重要建造物、歴史的風致形成建
造物の活用（修理、移設、買取等）

【連絡先】 国土交通省 住宅局 市街地建築課 市街地住宅整備室 TEL: 03-5253-8517

平成３１年度概算要求額：１，０６６，３２９百万円の内数等

※社会資本整備総合交付金等の基幹事業

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業） 参考資料は９７ページ
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概

要

【 第 Ⅰ 段 階 】

市場に導入された初期段階で、
価格高騰期にあり、積極的な支
援が必要

【 第 Ⅱ 段 階 】

車種ラインナップが充実し競争が
生まれ、通常車両との価格差が
低減

【 第 Ⅲ 段 階 】

通常車両との価格差がさらに低
減し、本格的普及の初期段階に
到達（支援の最終段階）

補助
上限

車両・充電設備等価格の
１／２～１／３

車両・充電設備等価格の
１／４～１／５

通常車両との差額の
１／３

対

象

車

両

○地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進事業

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

平成31年度概算要求額：1,025百万円（継続）

燃料電池タクシー、電気バス、
プラグインハイブリッドバス、
超小型モビリティ

ハイブリッドバス、天然ガスバス、
ハイブリッドトラック、天然ガストラック

電気タクシー、電気トラック（バン）、
プラグインハイブリッドタクシー

地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進事業

未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
運輸部門における省エネの推進 → 2030年に新車販売に占める次世代自動車の割合を５～７割とする。

地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）
運輸部門におけるエネルギー起源ＣＯ２削減 → 2030年度に2013年度比約28％減。

交通政策基本計画（平成27年2月13日閣議決定）
持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり → さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進める。

政府は、省エネルギー、地球温暖化対策等のため、次世代自動車の普及を促進

環境に優しい自動車の集中的導入・買い替え促進事業を支援

地域の計画と連携した取組みの支援により、段階的に次世代自動車を普及

参考資料は９８ページ
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○地域まちなか活性化・魅力創出支援事業 平成３１年度概算要求額
：１，３６０百万円

【連絡先】
経済産業省 地域経済産業グループ 中心市街地活性化室 TEL：03-3501-3754
経済産業省 中小企業庁 商業課 TEL：03-3501-1929

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

中心市街地・商店街を活性化するために行う、意欲ある地域における波及効果の高い複合商業施設等の整備
や、商店街における先進的なチャレンジや商店街が地域で必要とされる機能の強化を支援する。

（１） 中心市街地活性化支援
中心市街地を活性化するために行う、意欲ある地域における波及効果の高い複合商業施設等の整備

（２） 商店街魅力創出支援

商店街組織等が取り組む、地域への波及効果の高い、空き店舗対策や起業支援等、当該エリアの活性化・魅力
創出に資する取組や全国のモデルとなるような先鋭的なプロジェクト等

【 支 援 内 容 】 （１） 中心市街地活性化支援：補助率：2/3、1/2以内
（２） 商店街魅力創出支援：補助率：2/3、1/2以内

【 対 象 者 】 （１）中心市街地活性化支援：認定中心市街地活性化基本計画に記載された事業を行う民間事業者 等
（２）商店街魅力創出支援：商店街組織、商店街組織と民間事業者の連携体

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業） 参考資料は９９
ページ 新規
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Ⅲ－1．特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業）

○自然環境整備交付金事業
○環境保全施設整備交付金事業

平成３０年度当初予算額：１,７８５百万円
平成３１年度予算要求額：２，２８５百万円

【連絡先】 環境省 自然環境局 自然環境整備課 TEL 03-3581-3351(内線6698,6699)

【 概 要 】

【 支 援 内 容 】

国立公園、国定公園等の保護と適正な利用を図るために都道府県が作成する自然環境整備計画、環境保
全施設整備計画に基づく整備事業の実施に対して、必要な経費を国が交付することにより、地域の自然環境
及び生物多様性の保全を推進し、自然共生社会づくりに寄与することを目的としている交付金事業。

（１）国立・国定公園整備
公園事業として実施する道路（車道、自転車道、歩道）、橋、広場、園地、避難小屋、休憩所、野営場、駐

車場、桟橋、給水施設、排水施設、公衆便所、博物展示施設、植生復元施設、動物繁殖施設、砂防施設、
防火施設、自然再生施設 等
※国立公園整備については、植生復元施設、動物繁殖施設、自然再生施設は対象外。

（２）国立公園及び国定公園区域外の整備
長距離自然歩道（歩道、橋、標識類、路傍休憩地 等）
平成１８年度までに着手している国指定鳥獣保護区における自然再生事業

（３）国立公園施設の長寿命化対策整備
インフラ長寿命化計画（個別施設計画）を策定し、地方公共団体が予防保全型管理を行う既存の国立公

園施設

（１）自然環境整備計画、環境保全施設整備計画に記載された交付対象事業の総事業費に対し、
国立公園整備事業、長寿命化対策整備事業は事業費の1/2、国定公園等整備事業は45/100を上限

（２）交付金は整備計画に位置づけられた交付対象事業に対し都道府県に交付

○交付対象事業の範囲内で整備する事業を自由に選択することが可能
○都道府県に交付された国費を都道府県の裁量により個々の事業に配分が可能
○年度途中で事業費が変更となった場合、当該年度の国費率を変え、次年度の交付額の算定において調

整することが可能（年度間調整）
これらにより、地方の創意工夫を生かした自由度の高い事業展開と、地域の状況に応じた柔軟な予算配分

が可能

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

参考資料は１００ページ
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○ 交付対象事業

種の保存法に基づく国内希少野生動植物の保全活動
※分布状況調査・保全計画策定・生息環境改善等の活動を対象。

※複数種を対象とした活動や生息地等保護区における活動を優先的に
支援。

種の保存法に基づく国内希少野生動植物種の飼育・
繁殖の取組み
※改定法に基づく認定を受けた動植物園等を優先的に支援。
※飼育・繁殖が軌道に乗るまでの一時的な経費を支援。

下記①～⑤のいずれかに該当する活動であって、地域
における生物多様性の保全再生に資する活動
①外来生物対策 ②重要地域の保全・再生
③広域連携生態系ネットワーク構築
④国内希少野生動植物種対策（平成29年度までに採択された継続事業に限る）

⑤地域・民間の連携促進活動への支援

事業

NO. 交付対象者 交付割合

1

①～④地域生物多様性協
議会等
⑤地域連携保全活動支援
センタ ー・ 地方公共団体

１ ／２ 以内

2 動物園・ 植物園・ 水族館
等

定額補助（ １ 種につ
き 上限2,000千円）

3 

地方公共団体・ NPO法人・
民間企業等（ NPO法人・ 民
間企業等は、 市町村等が
事前確認）

定額補助
• 分布状況調査及び

保全計画検討： 上
限2,500千円

• 生息環境改善等：
上限1,500千円

４
地方公共団体、 地域生物
多様性協議会

定額補助（ 1件につ
き 上限2,500千円）

・ 事業No.1は原則2年。ただし、延長可能性あり。
・ 事業No.2及び3は原則3年間以内。
・ 事業No.4は原則初年度のみ。最大2年間。

○ 交付対象者・交付割合

○ 事業期間

○ スケジュール

3.国内希少種の保全活動への支援

2.動植物園等による生息域外保全の支援

1.地域における生物多様性の保全再生に資する活
動への支援

（平成31年度予定）

地域へ未侵入・侵入初期の種を対象とした、早期発
見・早期防除に資する地域計画の策定

４.地域における特定外来生物の早期防除計画の策
定支援【新規】

平成31年4月上旬 公募開始
4月下旬 公募締切
4月下旬～5月中旬 審査
5月下旬～6月上旬 採択事業の内示・公表

生物多様性保全推進支援事業

１ 地域における生物多様性の保全再生に資する
活動への支援

①外来生物
対策

アルゼンチンアリ 、 スパルティ ナ属、 アカ ミ ミ ガメ 、
セイ ヨ ウオオマルハナバチ、 ウチダザリ ガニ等の個別
の種の防除

地域における外来種の生息・ 生育状況の調査

市民への外来種対策の手法等の啓発

②重要地域の
保全・ 再生

サンゴ食害生物の駆除

湿地保全のための底生生物等の生息状況調査

③生態系ネッ
ト ワーク の
構築

地域連携保全活動計画の策定や事業実施

自然再生推進法に基づく 計画の策定や事業実施

④国内希少野
生動植物種
対策

ヒ ョ ウモンモド キ、 スイ ゲンゼニタ ナゴ、 オオサン
ショ ウウオ、 コ ウノ ト リ 、 スイ ゼンジノ リ 等の保全

生息地の植生環境等の整備

生息環境の維持管理、 監視作業、 普及啓発活動

⑤地域・ 民間
の連携促進
活動への支
援

生物多様性地域連携促進法に基づく 地域連携保全活動
支援センタ ーの設置又は運営 ※

同センタ ーが実施する、 地域・ 民間に対する連携の
あっ せん、 専門家の紹介等の取組等 ※

２ 動植物園等による生息域外保全の支援

ラ イ チョ ウ、 シマフ ク ロウ、 キリ ギシソ ウ、 ダイ ト ウサク ラ タ デ等
の生息域外保全（ 飼養、 繁殖）

対象種に関する普及啓発

対象種の生息域外保全に関する計画・ 指針等の作成

３ 国内希少種の保全活動への支援

生息・ 生育環境の整備や維持（ 草地の火入れや草刈り 、 防鹿策の設
置等）

生息・ 生育状況調査

生息域外保全個体の野生導入、 定着状況把握

４ 地域における特定外来生物の早期防除計画策定の
支援【 H31新規】

地域へ未侵入/侵入初期の種を対象と し た早期防除計画の策定※

同計画に基づく 、 初動時の準備（ 関係者間の連携体制構築、 効率
的・ 効果駅防除方法の普及、 必要資材のスト ッ ク ） ※

生物多様性保全推進支援事業例

【過去の採択事業から見た採択事業例、想定事業例等】

※： 採択実績がないため、 基本要件を 掲載し ている。

○生物多様性保全推進支援事業 平成３１年度概算要求額
：１５３百万円

【連絡先】 環境省 自然環境局 自然環境計画課 生物多様性主流化室 TEL:03-5521-9108

【 概 要 】

【 支 援 内 容 】

地域における生物多様性の保全・再生に資する活動等に必要な経費の一部を国が交付することにより、国
土全体の生物多様性の保全を図り、自然共生社会づくりを着実に推進する。

１ 生物多様性保全推進支援事業（下記メニュー①～⑤のいずれか一つ以上に該当するもの）
①特定外来生物防除対策（拡充）

外来生物法に基づく特定外来生物の対策

②生物多様性保護地域保全再生
自然公園法、自然環境保全法、鳥獣保護管理法など法律等で指定された保護地域における保全再生

③広域連携生態系ネットワーク構築
生物多様性地域連携促進法又は自然再生法における法定計画に基づき進められる生態系ネット

ワークの構築、これらの法定計画の策定
④国内希少野生動植物種等対策（平成29年度までに採択された継続事業に限る）

種の保存法に基づく絶滅のおそれのある野生動植物の保護対策

⑤地域民間連携促進事業
生物多様性地域連携促進法に基づく地域連携保全活動支援センターの設置又は運営に係る体制の

構築並びに同センターが実施する、地域・民間に対する連携のあっせん、専門家の紹介等の取組
２ 国内希少野生動植物種生息域外保全

種の保存法に基づく国内希少野生動植物種について、動植物園等が取り組む種の保存に資する飼
育・繁殖

３ 国内希少野生動植物種保全対策事業
種の保存法に基づく国内希少野生動植物種について、地方公共団体や民間団体が取り組む分布状況

調査・保全計画策定、生息環境改善等の活動
４ 特定外来生物早期防除計画策定支援事業

地域に未侵入や侵入初期の種を対象とした早期発見・早期防除のための地域計画の策定

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

１ １／２以内
２ 定額補助（１種につき上限2,000千円）
３ 定額補助 分布状況調査及び保全計画検討：上限2,500千円

生息環境改善等：上限1,500千円
４ 定額補助（１件につき上限2,500千円）

【 対 象 者 】 １の①～④は地域住民、NPO法人、事業者、地方公共団体、その他の地域における活動団体等により構成
される地域生物多様性協議会等。ただし、①については地方公共団体も対象。
１の⑤は地域連携保全活動支援センター及び同センターの設置を予定している地方公共団体
２は動物園・植物園・水族館等
３は地方公共団体、NPO法人、企業等
４は地方公共団体、地域生物多様性協議会

Ⅲ－1．特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業） 参考資料は１０１ページ
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【連絡先】 文化庁文化資源活用課 TEL: 03-5253-4111（内線2871）

Ⅲ－2．特に…歴史・文化を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）

直前に迫る2020年の観光立国の実現に向けて、「文化財活用・理解促進戦略プログラム2020」に基
づく１０事業を実施。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】 下記事業イメージのとおり

【 対 象 者 】 地方自治体、伝統文化の活用を推進する法人 等

○文化財を活かした観光戦略推進プラン
平成３１年度概算要求額

：１５，５５１百万円

参考資料は１０２ページ

【事業イメージ】

文化財の総合的な活用による観光振興のための１０の事業

支援を大幅に拡充し観光立国の実現を加速

直前に迫る2020年の観光立国の実現に向けて、「文化財活用・理解促進戦略プログラム2020」に基づく１０
事業を実施。

文化財を活かした観光戦略推進プラン

新規
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重要伝統的建造物群保存地区の修理等の事業を一体的に実施することにより災害に強く魅力的なま
ちづくりを実現する。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【連絡先】 文化庁文化財部参事官 TEL: 03-6734-2792

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】

（１）伝統的建造物群の保存・対策、防災対策に係る調査
（２）修理
重要伝統的建造物保存地区内の建造物等について、保存修理、修景、耐震改修を実施し、重要伝統

的建造物群保存地区の価値の維持と向上を図るとともに、積極的な利用を推進。
（３）防災施設等
重要伝統的建造物群保存地区の防災施設設置等

（４）買上
重要伝統的建造物群保存地区内の建造物、土地の公有化

（５）公開活用事業
重要伝統的建造物群保存地区内の公開活用に資する設備の整備等。

参考資料を参照

【 対 象 者 】 市町村

○伝統的建造物群基盤強化
平成３１年度概算要求額

：２，０００百万円の内数

参考資料は１０３ページⅢ－2．特に…歴史・文化を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）
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文化財建造物の適切な周期による保存修理を行うと共に文化財の解説板、情報機器の設置や展示、
便益、管理のための施設・設備等の特色ある活用の取組に対して支援し、観光資源としての充実及び地
域の活性化を図る。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【連絡先】 文化庁文化財部参事官 TEL: 03-6734-2792

【 支 援 内 容 】

（１）根本修理
（２）維持修理
（3）特殊修理
（4）保存修理（近現代建造物）
（5）情報発信

修理時期を捉えた修理現場の公開等
（6）公開活用事業

文化財を分かりやすく解説する説明板や情報機器の設置、展示、便益、管理のための施設・設備の整備等

参考資料を参照

【 対 象 者 】 文化財の所有者、管理団体など（詳細は要項を参照のこと）

○国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業
平成３１年度概算要求額

：１１,４５４百万円の内数

参考資料は１０４ページⅢ－2．特に…歴史・文化を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）

【事業イメージ】
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【連絡先】 農山漁村普及啓発対策に関すること
農林水産省 農村振興局 農村計画課 TEL: 03-6744-2203

農山漁村交流対策に関すること
農林水産省 農村振興局 都市農村交流課 TEL: 03-3502-5946

農山漁村定住促進対策に関すること
農林水産省 農村振興局 地域整備課 TEL: 03-3501-0814

Ⅲ－3．特に…農林水産業を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）

○農山漁村振興交付金 平成３１年度概算要求額

：１１，０２３百万円

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【 支 援 内 容 】

地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所
得の向上や雇用の増大に結びつける取組を総合的に支援し、農山漁村の活性化を推進します。

（１）農山漁村普及啓発対策
①地域活性化対策

農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した地域の活動計画づくりや実践活動、及び優良事例や農業遺産のPR活動等を
支援
➁都市農業機能発揮対策

農業体験や交流の場の提供など、都市農業の多様な機能を発揮する取組等を支援
➂スマート定住条件強化緊急対策

農業の発展の素地がある一方で、定住条件が不十分な地域において、ＩＣＴを最大限活用したモデル構想の策定や試行とな
る取組を支援

（２）農山漁村交流対策
①農泊推進対策

「農泊」をビジネスとして実施できる体制の整備、観光コンテンツの磨き上げや滞在施設の整備等を一体的に支援
➁農福連携対策

福祉農園等の整備による障害者や生活困窮者等の受入、農業経営体の障害者受入をサポートする人材育成等の取組を支援
（３）農山漁村定住促進対策

①山村活性化対策
地場の農林水産物等の山村の特色ある地域資源の潜在力を活用するため、地域資源の商品化や販売促進等の取組を支援

➁農山漁村活性化整備対策
市町村等が作成する活性化計画に基づき、農山漁村における定住、所得の向上や雇用の増大を図るために必要な生産施

設等の整備を支援

参考資料は１０５ページ

山村活性化対策 農山漁村活性化整備対策

地場の農林水産物等の山村の特
色ある地域資源の潜在力を活用す
るため、地域資源の商品化や販売
促進等の取組を支援します。

地域産品の
加工・商品化 農産物直売施設

市町村等が作成する活性化計画
に基づき、農山漁村における定住、
所得の向上や雇用の増大を図るた
めに必要な生産施設等の整備を支
援します。

定
住
促
進

地域活性化対策 都市農業機能発揮対策

農山漁村が持つ豊かな自然や
「食」を活用した地域の活動計画づ
くりや実践活動、及び優良事例や農
業遺産のＰＲ活動等を支援します。

農業体験や交流の場の提供など、
都市農業の多様な機能を発揮する
取組等を支援します。

マルシェの開催

農業の発展の素地がある一方で、定住条件が不十分な地域において、ICTを最大
限活用したモデル構想の策定や試行となる取組を支援します。

ｽﾏｰﾄ定住条件強化緊急対策

普
及
啓
発 タブレットを活用した講習会

ブランド化に向けた
専門家からの助言

農泊推進対策 農福連携対策

「農泊」をビジネスとして実施
できる体制の整備、観光コンテン
ツの磨き上げや滞在施設の整備等
を一体的に支援します。

インバウンド
受入体制の整備

福祉農園等の整備による障害者
や生活困窮者等の受入、農業経営
体の障害者受入をサポートする人
材育成等の取組を支援します。

サポーターによる
障害者への技術指導

交
流

交付率：定額(上限500万円等）
実施期間：上限２年 等

交付率：定額(上限300万等）
実施期間：上限２年 等

交付率：定額
実施期間：上限２年 等

交付率：定額、1/2 等
実施期間：上限２年 等

交付率：定額、1/2
実施期間：上限１年 等

交付率：定額(上限1,000万円）
実施期間：上限３年 等

交付率：定額、1/2 等
実施期間：上限５年 等
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○構造改革特区制度○構造改革特区制度

構造改革を推進し、地域の活性化を図ることを目的として、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入する。【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【 支 援 内 容 】 構造改革特別区域計画で実施できる特定事業は、構造改革特別区域基本方針の別表１に記載されている
特例措置のとおり。
＜観光地域づくりに関連した特例措置＞※平成30年9月現在

○特定農業者による特定酒類の製造事業【特定事業番号707(708)】
農家民宿等を営む農業者が、自ら生産した米又は果実を原料とした濁酒（いわゆる「どぶろく」）又は果実酒
を製造するため、濁酒又は果実酒の製造免許を申請した場合には、一定の要件の下、最低製造数量基準
（現行６キロリットル）を適用しない。

○特産酒類の製造事業【特定事業番号709(710､711)】
地域の特産物である農産物等を原料とした単式蒸留焼酎、果実酒、原料用アルコール又はリキュール（以
下「特産酒類」という。）を製造するため、特産酒類の製造免許を申請した場合には、最低製造数量基準を、
単式蒸留焼酎又は原料用アルコールにあっては適用除外、果実酒にあっては２キロリットル、リキュールに
あっては１キロリットルとする。

○地域の特性に応じた道路標識設置事業【特定事業番号1218】
案内標識及び警戒標識の寸法、並びに案内標識に表示する文字の寸法を二分の一まで縮小することを可
能とする。

○地域限定旅行業における旅行業務取扱管理者の要件緩和事業【特定事業番号1226】
地域の旅行業務取扱管理者に他業種との兼任を認める。

構造改革特別区域計画の記載事項は以下のとおり。
○構造改革特別区域計画の作成主体の名称
○構造改革特別区域の名称、範囲、特性、意義・目標
○構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果
○特定事業の名称

【支援イメージ】

【連絡先】内閣府 地方創生推進事務局 構造改革特区担当 TEL: 03-5510-2159、2466

Ⅳ．特例措置（特区）を利用して地域の魅力を向上したい！ 参考資料は１０６ページ

構造改革特区制度の流れ（構造改革特別区域法）

＜企業・地方公共団体・NPO等、誰でも提案可能＞

規制の特例措置について
提案

構造改革特別区域計画
の実施

＜地方公共団体＞

＜国＞

構造改革特別区域計画の認定
１，３１５件の特区を実現（現在４１５）

評価・調査委員会による評価
（地域を限定した規制の特例措置の

全国化の可否を検討）

＜地方公共団体＞

各省庁と調整し、対応方針を特区
本部決定※、基本方針の閣議決定

７９５件の規制改革を実施
・地域を限定して特区で対応（２４１件）
・全国的な規制改革で対応（５５４件）（特例措置成立後）

※ 内閣総理大臣を本部長、全閣僚をメンバー
とする構造改革特別区域推進本部にて決定。構造改革特別区域計画

の作成・申請
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■観光地域づくり相談窓口（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・61
[地方自治体やＮＰＯ団体などのさまざまな主体による観光地域づくりの取組を支援し、観光による地域の活性化を図るた
め、観光地域づくりの取組について地域の方々が誰でも気軽に相談できる場として、観光庁内及び地方運輸局等に「観光
地域づくり相談窓口」を開設。] 

■地方創生萬相談窓口（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・62
[まち・ひと・しごと創生総合戦略」に定められた地方創生施策の実施に取り組む地方公共団体の自立的な取組を積極的に

支援するため、各地方において、地方整備局及び地方運輸局が連携し、相談体制を構築。] 

■広域周遊観光促進のための観光地域支援事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・63
[訪日外国人旅行者等の各地域への周遊を促進するため、ＤＭＯが中心となって行う、地域の関係者が連携して観光客の
来訪・滞在促進を図る取組に対して支援を行う。] 

■地域が稼ぐためのクラウドを活用した知的観光基盤整備事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・64
[観光地域のマネジメント・マーケティングを「誰でも、簡単に、効率的に」行うことを可能とするシステム・ツールである
「DMOネット」を開発し、 地域に提供する。]

■観光消費促進に向けたクールジャパン推進事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・65
[DMO等を中心に外部人材や地域の中小企業者等と連携を支援することで、地方へ人を呼び込む力を高めると同時に中小

企業等が、外国人旅行者をターゲットとした地域らしい商材やサービス等の磨き上げを行うことを支援することで地方で稼ぐ力
を高める。 地方だけではできない人材育成やスマートリゾートの推進を実施するとともに、他地域との連携を支援することで観
光消費増加による国内全体の活性化を目指す。]

■不動産証券化手法を活用したモデル事業の形成支援等（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・66
[不動産特定共同事業を通じたより効率的・効果的な地方創生を図るため、同制度を始めとする不動産証券化手法の活用
のモデルとなる事業を選定・支援し、事例・ノウハウを横展開することを通じて、不動産証券化事業に係る地域の担い手を
育成する。] 

■宿泊施設を核とした地域の活性化促進事業（国土交通省 観光庁） ・ ・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・67
［業務効率化や施設間連携による宿泊施設の生産性向上の取り組みを支援するとともに、宿泊施設に対する訪日外国人
旅行者目線によるハード・ソフト両面の情報開示を支援することで、宿泊施設の経営力向上や集客力向上を図る］

■テーマ別観光による地方誘客事業（国土交通省 観光庁） ・ ・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・68
［国内外の旅行者の満足度の向上と消費活動の拠点の活性化に向けては、酒蔵や忍者、スポーツ大会など、全国各地に
点在する特定のテーマを観光資源として情報発信することが必要であることから、それぞれの拠点をネットワーク化し、情報
発信力の強化や受入体制の整備を図る取組を支援する。］

■伝統的工芸品産業支援補助金（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・69
[「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」第２条に基づき指定を受けた伝統的工芸品を対象とし、伝統的工芸品を製造す
る協同組合等が、同法の規定により経済産業臣の認定を受けた各種事業計画に基づき実施する、後継者育成や需要開
拓・意匠開発等の取組を支援する。]

■国内・海外販路開拓強化支援事業（経済産業省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・70
[中小企業・小規模事業者が行う地域資源を活用した新商品・新サービスの開発等の支援に加え、製造事業者と連携した

販路開拓を行う小売事業者等への支援のほか、地域産品の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に向けた戦略の策定や
海外販路開拓に向けた海外展示会出展等のプロジェクトを支援する。] 

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！（ソフト事業）

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）

新規

新規

よろず
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■食によるインバウンド対応推進事業（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・71
［地域特有の食とそれを支える農林水産業や景観等を活用して訪日外国人をもてなす地域の取組をブランド化し、海外に
情報発信する取組を支援］

■JETプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）（総務省 （一財）自治体国際化協会）・・・・・・72
[外国青年を日本に招致し、地方公共団体において観光振興・国際交流業務や小中高校での外国語指導等に活用] 

■外部専門家（地域力創造アドバイザー）招へい事業（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・73
[市町村が、外部専門家（「地域人材ネット」登録者）を招へいして、地域独自の魅力や価値の向上、地域力を高める取組に
要する経費を特別交付税の対象とする。] 

■地域おこし企業人交流プログラム（総務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・74
[市町村が、企業の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地域独自の魅力や価値の向上等につなげる
取組に要する経費を特別交付税の対象とする。] 

■地域おこし協力隊（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・75
［都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を地方公共団体が「地域おこし協力

隊」として委嘱する。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこし支援
や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組に
要する経費を特別交付税の対象とする。］

■地域通訳案内士制度（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・76
[多様化する外国人観光旅客の需要に的確に対応するため、改正通訳案内士法により全国展開が図られた地域通訳案内
士制度の活用を促し、地域通訳案内士育成等計画の策定を支援する。］

■観光産業における人材育成事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・77
［観光産業における、経営及び実務に係る人材の質と量両面での不足を解消し、高まるインバウンドのニーズに対応できる
よう、国際競争力を強化する。］

■テーマナビゲーター育成事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・78
［訪日外国人旅行者の地域滞在の満足度を高めるため、地域の魅力あるテーマの観光資源について、外国人対応可能な
体験型観光を担うガイド人材の育成を図る。］

■プロフェッショナル人材事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・79
［潜在成長力ある地域企業の経営者に対し、新商品開発や新販路開拓などの「攻めの経営」への転身を促し、その成長戦
略を実現するプロフェッショナル人材の採用を支援する。］

■地方創生カレッジ事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・80
［地方創生の本格的な事業展開に必要な人材を育成・確保するため、実践的な知識やスキルをeラーニング講座で提供し、
習得できるようにする取組。観光・DMOに関連する講座も多数提供している。］

■文化芸術創造拠点形成事業（文部科学省 文化庁） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・81
[地方公共団体の文化事業の企画・実施能力を全国規模で向上させるととともに、多様で特色ある文化芸術の振興を図り、
ひいては地域の活性化に寄与することを目的とし、2020東京大会とその後を見据え、地方公共団体が主体となって取り組
む文化芸術事業を支援する。]

■博物館ネットワークによる未来へのレガシー継承・発信事業（文部科学省 ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・82
[ICOM京都大会等に向けた取組を通じた博物館の活性化・国際化により、観光振興や国際交流の拠点としての博物館の機
能を強化し、博物館を核とする新たな地域創生につなげる。]

Ⅰ－３．特に…文化・芸術関係の取組をしたい！（ソフト事業）

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

新規
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■訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（国土交通省観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・88
[訪日外国人旅行者数4,000万人等の実現に向けて、ストレスフリーで快適な受入環境整備を図るため、全国共通ＩＣカード
の導入等の観光地までの移動円滑化や無料Wi-Fiの整備等の滞在時の快適性の向上等の取組について、地域の実情に
応じて支援する。] 

■社会資本整備総合交付金（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・89
[地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、政策目的実現のための基幹的な社会資本整備事業のほか、
関連する社会資本整備事業等を総合的・一体的に支援。]

■官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・90
[地方公共団体が行う社会基盤整備において、官民が連携し、民間の投資や活動と一体的に実施することにより、観光振興
等地域を活性化させる事業について、事業化検討経費を支援する。]

■離島活性化交付金（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・91
[離島における地域活性化を推進するため、地方自治体等による離島の観光情報の発信、観光の拡大のための仕掛けづく
り及び島外住民との交流の実施など、観光の推進による交流の拡大を支援する。] 

■地域再生制度（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・92
[地方公共団体が行う自主的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他
の地域の活力の再生 を総合的かつ効果的に推進するため、地域再生法に基づき地方公共団体が作
成する地域再生計画の認定等を行う。]

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

新規

■インフラツーリズム（国土交通省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・87
[橋、ダム、港などのインフラ（社会資本）を観光資源として活用したインフラツアーを紹介するインフラツーリズムポータルサ
イトを平成28年1月22日に開設し、全国各地で実施されている現場見学会や民間事業者が催行するツアーなど、幅広く情
報発信することにより地域活動を支援する。また、ツアーの企画・催行について相談を受け付ける。]

Ⅱ 地域の魅力を発信したい！（ソフト事業）

■国際文化芸術発信拠点形成事業（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・83
[地域の文化芸術の力を活用した国際発信力のある拠点の形成により、2020東京大会とその後を見据えた効果的な対外
発信を行い、訪日外国人（インバウンド）の増加、活力ある豊かな地域社会の実現に資する取組を支援する。]

■エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業（環境省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84
[国立公園等において、自然観光資源を活用した地域活性化を推進するため、魅力あるプログラムの開発、ガイド等の人材
育成などの地域のエコツーリズムの活動を支援する。] 

■地域IoT実装総合支援（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・85
[地域活性化及び地域課題解決に向け、ICT/IoTの実装を目指す地域を対象に、地方公共団体のICT/IoT実装に関する計画

策定への支援、実装事業への財政支援、地域情報化アドバイザー派遣による人的支援など地域IoTの実装を総合的に支援]

■地域オープンデータ推進事業（総務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・86
［地域の課題解決や経済活性化、行政の高度化等に資するオープンデータを推進するため、地方公共団体におけるオープ

ンデータの取組を支援する。］

Ⅰ－4．特に…エコツーリズムの取組をしたい！（ソフト事業）

Ⅰ－5．特に…ＩＴを活用したい！（ソフト事業）
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■地方創生推進交付金（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・93
[地方創生の推進を目的として、地方版総合戦略に基づき、地方公共団体が自主的・主体的に行う先導的な事業のうち、
地域再生計画に記載された、複数年度にわたる事業について、国から交付金を直接交付することにより、安定的かつ継続
的に支援する。 ]

■中心市街地活性化制度（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・94
[中心市街地の活性化に関する基本理念の創設、市町村が作成する基本計画の内閣総理大臣による認定制度の創設、支

援措置の拡充、中心市街地活性化本部の設置等の所要の措置を講ずることにより、中心市街地における都市機能の増進
及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進する。]

■地域公共交通確保維持改善事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・95
[地域の特性に応じた生活交通の確保維持、快適で安全な公共交通の構築、地域公共交通ネットワーク再編の促進等、
持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向けた取組を支援する。 ]

■かわまちづくり支援制度（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・96
[地域の景観、歴史、文化及び観光という「資源」や地域の創意としての「知恵」を活かし、地方公共団体や民間事業者、地
元住民との連携の下で立案された実現性の高い河川や水辺の整備・利用計画による、良好なまち空間と水辺空間形成
の円滑な推進を図る。 ]

■街なみ環境整備事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・97
[住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び町づくり協定を結んだ住民が協力して、住宅、地区施
設等の整備改善を行うことにより、ゆとりとうるおいのある住宅地区を形成する。 ]

■地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進事業（国土交通省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・98
[地域の計画と連携し、自動車運送事業者等による次世代自動車への買い換え促進等を図るため、次世代自動車
の導入を行う者に対し、普及の段階に応じた支援を行う。 ]

■地域まちなか活性化・魅力創出支援事業（経済産業省中小企業庁） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・99
[中心市街地・商店街を活性化するために行う、意欲ある地域における波及効果の高い複合商業施設等の整備や、
商店街における先進的なチャレンジや商店街が地域で必要とされる機能の強化を支援。 ]

■自然環境整備交付金事業・環境保全施設整備交付金事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・100
[地方公共団体が行う国立・国定公園の整備、長距離自然歩道の整備、長寿命化対策などを支援し、地域の特性を生かし
た自然とのふれあいの場の整備や自然環境の保全・再生を行う。 ]

■生物多様性保全推進支援事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・101

[地域における生物多様性の保全・再生に資する活動等に必要な経費の一部を国が交付することにより、国土全体の生物

多様性の保全を図り、自然共生社会づくりを着実に推進する。］

■文化財を活かした観光戦略推進プラン（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・102
[「明日の日本を支える観光ビジョン」において掲げられた「文化財の観光資源としての開花」を実現するため、文化財を中核
とする観光拠点の整備、並びに当該拠点等において実施される文化財等の観光資源としての魅力を向上させる取組への
支援] 

■伝統的建造物群基盤強化（文部科学省・文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・103
［重要伝統的建造物群保存地区の修理等の事業を一体的に実施することにより災害に強く魅力的なまちづくりを実現
する。］

Ⅲ－１．特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業）

Ⅲ－２．特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）

新規

新規

59



■国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業（文部科学省・文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・104
［文化財建造物の適切な周期による保存修理を行うと共に文化財の解説板、情報機器の設置や展示、便益、管理のため
の施設・設備等の特色ある活用の取組に対して支援し、観光資源としての充実及び地域の活性化を図る。］

■農山漁村振興交付金（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・105
［農山漁村が持つ豊かな地域資源を活用した観光・福祉・教育等と連携した取組や農山漁村への定住等を促進し、農山漁
村の振興を図ります。]

Ⅳ 特例措置（特区）を利用してまちの魅力を向上したい！

■構造改革特区域制度（内閣官房・内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・106
[構造改革を推進し、地域の活性化を図ることを目的として、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入する。] 

Ⅲ－３．特に…農林水産業を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）

Ⅳ．特例措置（特区）を利用して地域の魅力を向上したい！
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施 策 名 観光地域づくり相談窓口

予算額(百万円) －

区分
(新規・継続・変更)

継続

根拠法令等 －

概 要

近年、各地域において、地方自治体やNPO団体などのさまざまな主体による観光地域づくりの取組
が積極的に進められている。こうした活動を支援し、観光による地域の活性化を図るため、観光地
域づくりの取組について地域の方々が誰でも気軽に相談できる場として、平成20年4月より、観光
庁内及び地方運輸局等に「観光地域づくり相談窓口」を開設している。

対 象 者 自治体、NPO、民間事業者等

対象事業

相談内容に応じ、事例集などによるアドバイスや、農林水産省農村振興局や中小企業庁経営支
援部など、国土交通省に留まらず他省庁が実施しているものを含めた観光に関する支援メニュー
の紹介を行い、関係省庁や部局へ橋渡しを行う。その後も、状況に応じて適切なフォローを実施。

なお、相談窓口では、全国を10のエリアに分け、エリアごとの担当が相談に対応。

支援内容

【相談事例】

観光地域づくり事例の紹介

自治体で観光戦略を作成するので、地域のイベントなどで成功例があれば教えてほしい。
→日本各地で熱意と創意工夫による魅力的な観光地づくりが行われており、このような地域の

取り組みの一部を紹介し、観光地づくりに取り組む方々へ広く参考となるよう事例集（観光地
域づくり事例集）にとりまとめ。

観光庁メールマガジンでの相談事例紹介

実際にご相談いただいた事例の中から参考になるものを観光庁メールマガジンにおいて、順次紹
介。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール

(予定)
－

備 考 10のエリアごとの連絡先は観光庁ホームページに掲載。

連絡先

国土交通省（観光庁） TEL： ０３－５２５３－８３２８

観光地域振興部 FAX： ０３－５２５３－８９３０

観光地域振興課
（DMO支援室）

URL：
http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/
madoguchi.html

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 地方創生萬相談窓口

予算額(百万円) -

区分(新規・継続・変更)
-

根拠法令等 ―

概 要
「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に定められた地方創生施策の実施に取り組む地方公共団体の自立的な取

組を積極的に支援するため、各地方において、地方整備局及び地方運輸局が連携し、相談体制を構築。

対 象 者 地方創生に取り組む市町村

対象事業

包括的な相談体制

市町村の地方創生の取組を行うに当たっての相談に対し、国土交通省の地方部局（地方整備局及び地方

運輸局）において一元的に対応。

支援内容
国土交通省関連施策について、横断的に対応。他省庁の施策がまたがる取組等に係る相談についても、そ

の相談内容に応じて、関連施策を担当している部局や関係機関への橋渡し、支援メニューを紹介。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先

（地方創生萬相談窓口）
北海道開発局 開発監理部 開発計画課 TEL: 011-736-8325

開発調整課 TEL: 011-709-9216
北海道運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 011-290-2721
東北地方整備局 企画部 企画課 TEL: 022-225-2171
東北運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 022-791-7507
関東地方整備局 企画部 企画課 TEL: 048-600-1329
関東運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 045-211-7209
北陸地方整備局 企画部 広域計画課 TEL: 025-370-6687
北陸信越運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 025-285-9151
中部地方整備局 企画部 広域計画課 TEL: 052-953-8129
中部運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 052-952-8006
近畿地方整備局 企画部 企画課 TEL: 06-6942-4090
近畿運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 06-6949-6409
中国地方整備局 企画部 企画課 TEL: 082-221-9231
中国運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 082-228-3495
四国地方整備局 企画部 広域計画課 TEL: 087-811-8309
四国運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 087-802-6725
九州地方整備局 企画部 企画課 TEL: 092-476-3542
九州運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 092-472-2315
沖縄総合事務局 開発建設部 建設行政課 TEL: 098-866-1908

運輸部 企画室 TEL: 098-866-1812

よろず

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 広域周遊観光促進のための観光地域支援事業
予算額(百万円) 2,500

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
訪日外国人旅行者等の各地域への周遊を促進するため、ＤＭＯが中心となって行う、調査・戦略策定からそれに
基づく滞在コンテンツの充実、広域周遊観光促進のための環境整備、情報発信・プロモーションといった、地域の
関係者が広域的に連携して観光客の来訪・滞在促進を図る取組に対して総合的な支援を行う。

対 象 者
事業計画に位置づけられた事業の実施主体（訪日外国人旅行者のニーズに応える取組を行うＤＭＯその他民間
事業者、地方公共団体）

対象事業

各ＤＭＯ策定の事業計画に位置づけられた外国人旅行者の誘客を目的とする以下の事業（ただし、地方ブロック
毎に開催される連絡調整会議における調整を行ったものに限る）
①調査・戦略策定 ②滞在コンテンツの充実
③広域周遊観光促進のための環境整備 ④情報発信・プロモーション

補助率 定額（調査・戦略策定）、事業費の1/2（滞在コンテンツの充実、広域周遊観光促進のための環境整備、情報発
信・プロモーション） ※継続事業については2年目：2/5、3年目：1/3

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先

国土交通省（観光庁） ＴＥＬ： ０３－５２５３－８３２８

観光地域振興部 ＦＡＸ： ０３－５２５３－８１２２

観光地域振興課

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名
地域が稼ぐためのクラウドを活用した

知的観光基盤整備事業

予算額(百万円) －

区分(新規・継続・変更) －

根拠法令等 ―

概 要
観光地域のマネジメント・マーケティングを「誰でも、簡単に、効率的に」行うことを可能とするシステム・ツール
である「ＤＭＯネット」を開発し、地域に提供する。

対 象 者 登録された日本版ＤＭＯ、日本版ＤＭＯ候補法人等

対象事業 ―

支援内容

「ＤＭＯネット」の開発を通じた、
➀日本版ＤＭＯの実施するマネジメント・マーケティング業務を効率化するための各種支援ツール

の提供
➁日本版ＤＭＯが必要とする専門業者・専門人材を検索・活用するためのマッチング機能の提供
➂日本版ＤＭＯが他地域のＤＭＯの先進的な取組等の情報を参照できる仕組みの提供

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先
国土交通省 観光庁 観光地域振興課
TEL 03-5253-8328

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 観光消費促進に向けたクールジャパン推進事業
概算要求額(百万円) ７２０

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要

DMO等を中心に外部人材や地域の中小企業者等と連携して、地域のヒト・コト・モノ全体のマーケティング・ブ
ランディングから外国人旅行者に向けたプロモーションまでを支援することで、地方へ人を呼び込む力を高め
ると同時に中小企業等が、外国人旅行者をターゲットとした地域らしい商材やサービス等の磨き上げを外部人
材と連携等して行うことを支援することで地方で稼ぐ力を高める。

地方だけではできない人材育成やスマートリゾートの推進を実施するとともに、他地域との連携を支援するこ
とで観光消費増加による国内全体の活性化を目指す。

対 象 者 DMO等、中小企業等

対象事業

（１）クールジャパンプロデュース支援事業

DMO等によるインバウンド需要のために外部人材の活用によりマーケティングからプロモーションまで行うプロ
デュース活動を促進。

DMO等のブランディングにあう日本らしい商材やサービスを有する中小企業等が、海外のライフスタイルや
ニーズ等に詳しい外部人材の活用により行う、海外需要獲得に向けたプロデュース活動を促進。

（２）スマートリゾート推進事業

マスタープラン策定地域を中心とした８程度の地域においてスマートリゾート実現に向けたＦ／Ｓ調査を行うと
ともに導入計画を策定。併せて先進的に取り組んでいる１地域において実証事業、実施計画策定の支援を行
う。

（３）観光イノベーション人材育成事業

各地域における観光地域づくりを担う人材等の育成を目的として、OJT研修やスキルアップのための座学研
修、ワークショップの開催などを行う。

支援内容

（１）クールジャパンプロデュース支援事業

〇補助：定額、10/10～２/３、1/２

（２）スマートリゾート推進事業

〇補助：１０/１０、委託

（３）観光イノベーション人材育成事業

〇委託

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

備 考 －

連絡先

（1,2）商務・サービスグループ クールジャパン政策課
ＴＥＬ：03-3501-1750

（３）中小企業庁 創業・新事業促進課
ＴＥＬ：03-3501-1767

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 不動産証券化手法を活用したモデル事業の形成支援等
概算要求額(百万円) 58の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

地域の不動産業者によるクラウドファンディング等を活用した空き家・空き店舗等の遊休不動産の再生を促進す
るため、小規模不動産特定共同事業に係る特例の創設等を内容とする不動産特定共同事業法の一部を改正
する法律が第193回通常国会にて成立し、平成29年12月1日より施行された。
同制度を通じたより効率的・効果的な地方創生を図るため、新規参入予定者の人材育成に係るセミナー等の開
催や、同制度を始めとする不動産証券化手法の活用のモデルとなる事業を選定・支援し、事例・ノウハウを横展
開することを通じて、不動産証券化事業に係る地域の担い手を育成する。

対 象 者
クラウドファンディングを活用した不動産証券化事業や不動産証券化手法によるPRE・所有者不明土地等の遊休
不動産の再生事業を検討している事業者等

対象事業
○小規模不動産特定共同事業等の不動産証券化手法を活用した事業
〇専門家によるアドバイザリーの実施により、案件の進捗等が見込まれる事業

支援内容
○小規模不動産特定共同事業に関するセミナーや実務に関する講習の開催
○選定した事業者等への案件形成支援（専門家によるアドバイザリーの実施）
○登録事業者及び事業関係者からなる全国プラットフォームの形成（事業者間のネットワークの形成促進） 等

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

夏頃までに公募・選定後、各種支援を実施

備 考 －

連絡先
国土交通省土地・建設産業局 不動産市場整備課 不動産投資市場整備室
ＴＥＬ：０３－５２５３－８２８９
ＦＡＸ：０３－５２５３－１５７９

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 宿泊施設を核とした地域の活性化促進事業
概算要求額(百万円) １５０

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 観光立国推進基本法第１５条

概 要

宿泊施設は、訪日外国人旅行者の増大や個人旅行志向など、経営環境が変化している中、従来の経営ノウハ
ウから脱却し、変革する必要があることから、生産性向上の取組みや外国人目線による情報開示を支援するとと
もに、事業承継の先行事例を取りまとめることにより、宿泊施設の経営力向上や集客力向上を図ることを目的と
する。

対 象 者 宿泊施設経営者

対象事業

①宿泊施設の生産性向上推進事業
宿泊施設単体の生産性向上を支援するとともに、宿泊施設が社員の共同活用等、互いに連携することで、地域
の宿泊施設全体の生産性を向上させるためのモデル事業を実施・検証する。

②宿泊施設の情報開示促進事業
旅館の認知度を向上させるとともに、外国人旅行者に宿泊施設として選択してもらうため、外国人旅行者が重視
するサービス情報の有無や旅館利用に関する情報をWebサイト上に掲載し、様々な情報開示を実施する。また、
セミナー等を通じて情報開示の必要性等を発信し、事業者の意識改革をすることで旅館業界の底上げを図る。

③宿泊業の新陳代謝の促進事業承継
旅館等における後継者不足の解消に資するため、Ｍ＆Ａ等の事業承継のニーズや課題、先行事例における承
継前後の売上比較やその要因分析、優良事例の選定、データベース構築等の効果的な促進方策、自治体等
を含む支援措置等を調査。事例集として取りまとめ、全国の旅館等に広く周知を図る。

支援内容 ①～③について、宿泊施設の生産性向上のため、委託事業を実施。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先
国土交通省 観光庁 観光産業課 観光人材政策室 ＴＥＬ：03-5253-8367

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 テーマ別観光による地方誘客事業
要求額(百万円) ７３

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
国内外の旅行者の満足度の向上と消費活動の拠点の活性化に向けては、アニメや忍者ゆかりの地、ス
ポーツイベントなど、全国各地に点在する特定のテーマを観光資源として情報発信することが必要であるこ
とから、それぞれの拠点をネットワーク化し、情報発信力の強化や受入体制の整備を図る取組を支援する。

対 象 者
各地域において、特定の観光資源についての取組を、地方公共団体、観光協会、旅行会社等の観光関
係者等、地域資源を活用しようとする関係者で行っており、それら各地域から組織されるネットワーク。

対象事業

本事業において実施できる事業例
１．観光客のニーズや満足度を調査するためのアンケートやモニターツアーに係る費用

観光客のニーズやターゲット層の把握等の基礎調査や満足度を検証し、磨き上げるためのアンケートや
モニターツアーにかかる費用

２．１．の調査結果等を踏まえた旅行客の受入体制強化のための費用
１．の調査結果等から得られた知見を構成団体間で共有するマニュアル作成
交通事業者や宿泊事業者との連携を強化するための会議費用
旅行商品の造成

３．１．の調査結果等を踏まえた情報発信のための費用
共同Webページ、共通パンフレット、共同マップの作成、各種ＰＲ(旅行博等)

４．ネットワーク拡大のための費用
同じテーマを観光資源とする団体や地域の実態把握調査
シンポジウムやセミナーの開催

５．報告書作成のための費用
１．～４．の個別事業に関する報告書作成にかかる費用

ただし、財産が残る可能性がある経費、協議会運営に係る人件費や会議出席等に係る構成員の旅費、
通信料等の経常的な経費は、支援の対象外。

支援内容
上記の対象事業に必要な経費の総額のうち、支援３年目の事業は５百万円を上限として１０分の５以内の
金額を、支援２年目の事業は７百万円を上限として１０分の７以内の金額を予算の範囲内で支援する。
なお、上限金額は、前年度の取り組み状況や有識者委員会での判断により増減することがある。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

平成３１年1月：「テーマ別観光による地方誘客事業」公募開始（予定）。
平成３１年４月：有識者によるテーマ選定委員会において選定し、公表（予定）。

備 考 －

連絡先
国土交通省（観光庁） TEL：０３－５２５３－８９２４
観光地域振興部 FAX：０３－５２５３－８９３０
観光資源課

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 伝統的工芸品産業支援補助金
概算要求額(百万円) 360

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 伝統的工芸品産業の振興に関する法律

概 要
「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（以下「伝産法」）」第2条に基づき指定を受けた伝統的工芸品を対
象とし、伝統的工芸品を製造する協同組合等が、同法の規定により経済産業大臣の認定を受けた各種事業
計画に基づき実施する、後継者育成や需要開拓・意匠開発等の取組を支援する。

対 象 者
国指定伝統的工芸品の製造協同組合等

対象事業

伝産法に基づき大臣認定を受けた3～5年の各種事業計画に沿って実施される事業を対象とします。

支援内容

下記事業について、上限2,000万円を補助。（ ）は補助率。
【振興計画】 後継者育成事業（1/2、2/3以内）、

技術・技法の記録収集・保存事業（2/3以内）、
原材料確保対策事業（2/3以内）、
需要開拓事業（2/3以内）、
意匠開発事業（2/3以内）

【共同振興計画】 需要開拓等共同展開事業（2/3以内）、
新商品共同開発事業（2/3以内）

【活性化計画】 活性化事業（2/3以内）
【連携活性化計画】 連携活性化事業（2/3以内）
【支援計画】 人材育成・交流支援事業（1/2以内）、

産地プロデューサー事業（1/2以内）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

補助金公募開始：2019年１月中旬～2月中旬（予定）
採択公表：2019年４月中旬（予定）

※ただし、補助金を申請するためには遅くとも1ヶ月前までに各種事業計画を窓口となる自治体に提出してい
る必要があります。

備 考 －

連絡先 経済産業省 製造産業局 生活製品課 伝統的工芸品産業室 TEL:03-3501-3544

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 国内・海外販路開拓強化支援事業
概算要求額(百万円) ２，７２０

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
中小企業・小規模事業者が行う地域資源を活用した新商品・新サービスの開発等の支援に加え、製造事業
者と連携した販路開拓を行う小売事業者等への支援のほか、地域産品の強みを活かし、ブランドコンセプトの
確立に向けた戦略の策定や海外販路開拓に向けた海外展示会出展等のプロジェクトを支援。

対 象 者 民間団体等

対象事業

（１）地域産業資源活用・農商工等連携事業
①中小企業・小規模事業者が、地域資源の活用や農林漁業者との連携により行う、商品・サービスの開発や
販路開拓の費用を補助。
➁一般社団法人等が中小企業の地域資源活用を支援するために行う消費者嗜好に関する情報提供などの
取組を支援。

（２）ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業
地域産品が持つ素材や技術等の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に向けた戦略の策定や、海外販

路開拓に向けたブランド確立のため、新商品開発や海外展示会出展等のプロジェクトを支援。

（３）現地進出支援強化事業
「中小企業海外展開現地支援プラットフォーム」の整備等により、進出後の課題対応も含めて一貫して支援。

（４）ＩＴ活用型販路開拓支援強化事業
マッチングサイトやＥＣ等を活用し、海外販路開拓を支援。

支援内容

（１）地域産業資源活用・農商工等連携事業
補助：原則、補助率1/2、上限額500万

支援事業者の場合、上限1,000万
４者連携の場合、1回目2/3、上限2,000万
機械化・IT化の場合、1回目2/3、上限1回目1,000万

（２）JAPANブランド育成支援事業
補助：補助上限額200万円（戦略策定段階）

定額補助
補助上限額2,000万円

（ブランド確立段階） 補助率1～2回目2/3、3回目1/2
（３）現地進出支援強化事業

補助：定額
（４）ＩＴ活用型販路開拓支援強化事業

補助：定額補助

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

(１)平成３１年２月上旬～３月上旬（公募予定）
(２)未定
(３)未定
(４)未定

備 考 －

連絡先
(１)(２)(３)(４)経済産業省 中小企業庁 創業・新事業促進課 03-3501-1767
(３) 経済産業省 通商政策局 総務課 03-3501-1827
(３) 経済産業省 貿易経済協力局 投資促進課 03-3501-1662

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 食によるインバウンド対応推進事業
概算要求額(百万円) 28

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

拡大するインバウンド需要を農山漁村に取り込み、その地域での食体験を通じて、日本の農山漁村に愛着
と親しみを持ってもらうことが農林水産物・食品の輸出拡大のために重要。このため、地域の「食」の魅力を磨
き上げ、農山漁村の食・食文化を一体的なブランドとして海外へ発信する取組を支援。

対 象 者 民間団体等

対象事業

地域の食・食文化の海外におけるブランド力を強化するため、その地域における農林水産物・食品や食文
化、景観等の魅力を発掘し、地域特有のストーリーとともに分かりやすく海外に発信する取組を支援します。

支援内容

補助率：定額

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

３～４月公募予定

備 考 －

連絡先

農林水産省
食料産業局

食文化・市場開拓課
03－6744－2012

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名
JETプログラム

（語学指導等を行う外国青年招致事業）

予算額(百万円) 地方交付税措置

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
外国青年を日本に招致し、地方公共団体において観光振興・国際交流業務や小中高校での外国語指導

等に活用

対 象 者 地方公共団体

対象事業

１ 事業概要
地方公共団体は、JETプログラム参加者である外国青年を職員として任用（１年単位、最長５年）し、外

国人としての経験・視点を活かした各種業務に従事させる（昭和６２年度開始、平成３０年度で３２年目。）。

２ ＪＥＴプログラム参加者の職種
（１）ＣＩＲ（国際交流員）

地方公共団体の観光振興担当部局、国際交流担当部局等で国際交流活動等に従事
（地方公共団体による活用例には、外国人観光客向けパンフレット・ホームページ作成、観光情報の
外国への発信、観光案内等の実績あり。）

（２）ＡＬＴ（外国語指導助手）
教育委員会や学校で、教員等の助手として外国語教育等の職務に従事

（３）ＳＥＡ（スポーツ国際交流員）
地方公共団体におけるスポーツ指導等に従事

３ ＪＥＴプログラム参加者数（平成３０年度）
（１）Ｃ Ｉ Ｒ： 472人
（２）ＡＬＴ： 5,044人
（３）ＳＥＡ： 12人

４ ＪＥＴプログラム任用地方公共団体数（平成30年度）
（１）都道府県： ４５団体
（２）市町村等：８４９団体

支援内容

総務省、外務省、文部科学省及び（一財）自治体国際化協会が協力して地方公共団体を支援

＜主な支援内容＞
○在外公館におけるJET参加者募集・選考
○地方公共団体の要望に基づくJET参加者の配置
○オリエンテーション・研修、サポート等の実施
○地方公共団体におけるJET参加者任用経費等（報酬・旅費等）に対する地方交付税措置

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○英語圏ＣＩＲ・ALT：９月中旬 配置要望照会、１月末 要望〆切、８月 各地方公共団体に配置
○中国、韓国等ＣＩＲ・ALT：８月 配置要望照会、１０月 要望〆切、４月 各地方公共団体に配置
○一部英語圏、フランス、ドイツその他の国のＣＩＲ・ALT、全ての国のSEA：

９月 配置要望照会、１２月 要望〆切、８月 各地方公共団体に配置

備 考 －

連絡先
○総務省自治行政局国際室：TEL 03-5253-5527 FAX 03-5253-5530
○（一財）自治体国際化協会JETプログラム事業部：TEL 03-5213-1733 FAX 03-5213-1743

URL http://jetprogramme.org/ja/

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 外部専門家（地域力創造アドバイザー）招へい事業
概算要求額(百万円) 特別交付税措置

区分(新規・継続・変更) -

根拠法令等 ―

概 要
市町村が、外部専門家（「地域人材ネット」登録者）を招へいして、地域独自の魅力や価値の向上、地域力

を高める取組に要する経費を特別交付税の対象とする。。

対 象 者 定住自立圏構想に取り組む市町村又は条件不利地域をその区域の一部に含む市町村

対象事業

市町村が外部専門家を年度内に延べ10日以上又は5回以上（※１）招へいして、現地指導などに活用し地
域の活性化、地域の課題解決に取り組む事業。

支援内容

○対象市町村：定住自立圏を実施する市町村、
条件不利地域を有する市町村

○財政措置の内容：
地域力創造アドバイザーを年度内に延べ１０日以上又は５回以上（※1）招へいして、

地域独自の魅力や価値を向上させる取組を実施した場合に、市町村に対して特別交付税措置
※1 日帰りの場合は1回あたり6時間以上を確保すること

■ １市町村当たり、以下に示す額を上限額として、３年間
（１市町村につき１回に限る）
◇ 民間専門家等活用 （5,600千円／年）
◇ 先進自治体職員（組織）活用 （2,400千円／年）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

備 考 －

連絡先
総務省 地域力創造グループ 人材力活性化・連携交流室
ＴＥＬ 03-5253-5392 ＦＡＸ 03-5253-5537

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 地域おこし企業人交流プログラム
概算要求額(百万円) 特別交付税措置

区分(新規・継続・変更) -

根拠法令等 ―

概 要
市町村が、企業の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地域独自の魅力や価値の向上

等につなげる取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

対 象 者 地域おこし企業人交流プログラムに取り組む地方自治体

対象事業

市町村が、三大都市圏に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地域
独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事することで、地方自治体と企業が協力して、地方圏への
ひとの流れを創出できるよう取り組む事業。

（１）この事業における地域おこし企業人は次に掲げる①及び②に該当する者をいう。
① 三大都市圏（国土利用計画（全国計画）（平成20年７月４日閣議決定）に基づく埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県の区域の全部をいう。以下
同じ。）に所在する企業等に勤務する者（三大都市圏に本社機能を有する企業等にあっては、三大都市圏外
に勤務する者を含む。）であること（ただし、入社後２年未満の者は除くものとし、企業等からの派遣の際現に
受入自治体の区域に勤務する者を除く。）。
② ６月以上３年以内の期間、受入自治体に派遣され、地域活性化や定住促進、さらには地方圏へのひとの
流れを創り出すことを目指し、地域独自の魅力や価値の向上、安心・安全につながる業務に従事する者であ
ること。

（２）この事業における「派遣元企業」とは、次に掲げる①及び②に該当する民間企業をいう。
① 三大都市圏に所在する企業等であること。
② 本プログラムの趣旨に賛同し、地域おこし企業人を受入自治体に派遣していること。

（３）この事業における「受入自治体」とは、本プログラムの趣旨に賛同して地域おこし企業人を受け入れる意
向を持ち、次に掲げる①又は②のいずれかに該当する地方自治体をいう。
① 定住自立圏に取り組む市町村
中心市宣言済みの中心市又は当該市と定住自立圏形成協定を締結している近隣市町村
② 条件不利地域を有する市町村

支援内容

① 地域おこし企業人の受入れの期間前に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額に０．５を乗じて得た額。
（合計額が１，０００千円を超えるときは１，０００千円に０．５を乗じて得た額を上限）

② 地域おこし企業人の受入れの期間中に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額。
（合計額が３，５００千円を超えるときは３，５００千円を上限）

③ 地域おこし企業人の発案・提案した事業に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額に０．５を乗じて得た額。
（合計額が１，０００千円を超えるときは１，０００千円に０．５を乗じて得た額を上限）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

備 考 －

連絡先
総務省 地域力創造グループ 地域自立応援課
TEL 0３-5253-5392 FAX 03-5253-5537

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 地域おこし協力隊
概算要求額(百万円) 特別交付税措置

区分(新規・継続・変更)

根拠法令等 ―

概 要

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を地方公共団体が
「地域おこし協力隊」として委嘱する。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・
販売・PR等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いなが
ら、その地域への定住・定着を図る取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

対 象 者 地域おこし協力隊に取り組む地方自治体

対象事業

（１）この事業における地域おこし協力隊員とは、以下に該当する者をいう。
① 地方自治体から、委嘱状の交付等による委嘱を受け、地域協力活動に従事する者であること。
② ①の委嘱に当たり、地方自治体が、その対象者及び従事する地域協力活動の内容等を広報誌、ホーム
ページ等で公表していること。
③ 地域協力活動を行う期間は、おおむね１年以上３年以下であること。
④ 生活の拠点を３大都市圏をはじめとする都市地域等から過疎、山村、離島、半島等の地域に移し、住民
票を移動させた者であること。したがって、同一市町村内において移動した者及び委嘱を受ける前に既に当該
地域に定住・定着している者（既に住民票の移動が行われている者等）については、原則として含まないもの
であること。ただし、「地域おこし協力隊員」であった者（同一地域における活動２年以上、かつ解嘱１年以内）
で、３大都市圏外の全ての市町村及び３大都市圏内の条件不利地域に生活の拠点を移し、住民票を移動さ
せた者は含めることとする。

なお、委嘱の方法、期間、名称等は、地域の実情に応じて弾力的に対応することで差し支えない。

（２）この事業における地域協力活動とは、地域力の維持・強化に資する活動をいい、おおむね次に例示する
ものとするが、その具体的内容は、個々人の能力や適性及び各地域の実情に応じ、地方自治体が自主的な
判断で決定するものである。

支援内容

① 地域おこし協力隊員の活動に要する経費
隊員１人あたり400万円上限
・ 報償費等200万円〔※〕
・ その他の経費(活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間の調整などに要する事務的な経費、

定住に向けた研修等の経費など）200万円
※ 地域協力活動に不可欠であり専門性の高いスキルや経験を有する隊員又は辺地等の著しく交通

条件等の悪い不便な地域における地域協力活動に従事する隊員については、報償費等について
250万円を上限とする。この場合においても、地域おこし協力隊員１人あたり400万円を上限とする。

② 地域おこし協力隊員等の起業・事業承継に要する経費
最終年次又は任期終了翌年の起業する者又は事業を引き継ぐ者１人あたり100万円上限

➂ 地域おこし協力隊員の募集等に要する経費
１自治体あたり200万円上限

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

12月：基礎数値照会
3月：特別交付税措置

備 考 －

連絡先

総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課
TEL 0３-5253-5394
FAX 03-5253-5537

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 地域通訳案内士制度
概算要求額(百万円) ー

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 通訳案内士法

概 要
多様化する外国人観光旅客の需要に的確に対応するため、改正通訳案内士法により全国展開が図られた
地域通訳案内士制度の活用を促し、地域通訳案内士育成等計画の策定を支援する。

対 象 者
地域通訳案内士育成等計画を策定する市町村又は都道府県（複数の自治体が共同する場合を含む）

対象事業

これまで、各特例法に基づいて限定的に認められてきた地域特例通訳案内士については、通訳案内士法
の改正により、全国展開が図られたところ。改正通訳案内士法（平成30年1月4日施行）により、地域固有の
観光の魅力についての通訳案内に対する外国人観光旅客の需要に的確に対応するため、市町村又は都道
府県は、単独又は共同して、地域通訳案内士育成等計画を策定し、地域通訳案内士の育成、確保及び活
用を図ることができることとなったことから、今般、当該計画の策定を支援。

※地域通訳案内士とは
地域を訪れる外国人観光旅客に対し、有償で外国語を用いて観光案内を行うことを業とする者。地域通

訳案内士育成等計画に基づき、市町村又は都道府県が実施する地域の特性に応じた研修を受講すること
で資格が付与される。

※地域通訳案内士育成等計画
観光庁長官が定める地域通訳案内士育成等基本指針に基づき、市町村又は都道府県が地域通訳

案内士の育成、確保及び活用を図るために定める計画。

支援内容
地域通訳案内士育成等計画の策定を希望する自治体に対し、必要な情報提供、技術的な助言を行うほ

か、優良事例の横展開を図るなどの支援を行う。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

希望者の要望により、適宜対応。

備 考 －

連絡先
国土交通省（観光庁）観光産業課観光人材政策室
TEL:03-5253-8367 FAX:03-5253-1585

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 観光産業における人材育成事業
概算要求額(百万円) ４２１

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 観光立国推進基本法第１５条

概 要

観光産業における、経営及び実務に係る人材の質と量両面での不足を解消し、高まるインバウンドのニーズに対
応できるよう、国際競争力を強化する。特に、地方における観光産業の中心となる旅館・ホテルの宿泊業に携わ
る人材を育成し、地域活性化につなげる。また、教育機関における観光人材育成の取組について、今後、自立
的且つ持続的に実施できるよう、モデルとなるしくみを全国に発信することを目的とする。

対 象 者 主に観光産業に従事している者

対象事業

①観光産業をリードするトップレベルの経営人材育成
観光産業において国際競争に伍していくトップレベルの経営人材を創出するための取組として、平成30年４月に
一橋大学及び京都大学において「観光ＭＢＡ」を開学。産学官のワーキンググループ等を通じ、引き続きカリキュ
ラムのブラッシュアップ等を実施。

②観光の中核を担う人材育成
宿泊業をはじめとした地域の観光産業を担う中核人材の育成・強化のための取組として、平成30年度は、青森
大学・鹿児島大学・東洋大学・明海大学・神戸山手大学・信州大学・横浜商科大学において、産学連携の社会
人向けの講座を実施。今後も本取組を継続し全国に展開。また、セミナーの実施、人材育成研修（応用編）の実
施、人材育成に関わるガイドラインの作成等を通して歴史的資源を活用した観光まちづくりの担い手支援・育成を
行う。

③即戦力となる地域の実践的な観光人材育成
インターンシップ等の先進的な実践授業を実施するとともに、地域における人材創出事業を実施。また、外国人
材受入れ環境整備のためのプラットフォームの構築に取り組む。

支援内容
①～③について、
カリキュラム開発や持続可能な体制構築のため、委託事業を実施。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先
国土交通省 観光庁 観光産業課 観光人材政策室 ＴＥＬ：03-5253-8367

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 テーマナビゲーター育成事業
概算要求額(百万円) ７０百万円

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
訪日外国人旅行者の地域滞在の満足度を高めるため、地域の魅力あるテーマの観光資源について、外国人
対応可能な体験型観光を担うガイド人材を育成することにより、地域での体験滞在の満足度向上を図る。

対 象 者 テーマナビゲーターの育成を行う民間団体

対象事業

地域の魅力ある特定のテーマの観光資源について、外国人対応可能なガイド人材（ナビゲーター）を育成・活
用するモデルケースを構築する。

支援内容

（現状と課題）
・ 訪日外国人旅行者が求める地域での対人コミュニケーションが満足に取れないため、外国人の地域滞在

の満足度が低い状況。
・ 訪日外国人旅行者の「コト消費」のニーズが高まっているものの、魅力的な体験型観光を担うガイド人材が

不足しており、「『楽しい国 日本』の実現に向けた観光資源の活性化に関する検討会議」においても、体験
型コンテンツにおけるガイドの育成等も提言に盛り込まれているところ。

・ 観光先進国であるアメリカ、フランス等に比べ、日本における旅行消費支出に占める娯楽サービス費の割
合は、特に小さい状況。

（事業概要）
地域の魅力ある特定のテーマの観光資源について、外国人対応可能なガイド人材（ナビゲーター）を育成・活
用するモデルケースを構築するため、以下の取組を実施。

＜事業の流れ＞
①育成するテーマの選定（２テーマ程度）

※ガイド育成テーマの例：スノー、自然等

②育成するガイドを募集し、研修を実施

③育成ガイドを活用したモデルツアーの実施

④モデルツアーの効果検証、他地域へ横展開

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

公募を行い、応募案件の事業評価を踏まえ、支援対象地域を選定（予定）

備 考 －

連絡先
国土交通省（観光庁）観光産業課観光人材政策室
TEL:03-5253-8367 FAX:03-5253-1585

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 プロフェッショナル人材事業
30年度予算額(百万円) 32

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
潜在成長力ある地域企業の経営者に対し、新商品開発や新販路開拓などの「攻めの経営」への転身を促し、
その成長戦略を実現するプロフェッショナル人材の採用を支援する。

対 象 者
○地域の中堅・中小企業
○DMO・地域商社などの地方創生を担う推進主体 等

対象事業

○地域企業の成長支援とプロフェッショナル人材の環流実現に取り組むことを目的とし、地域企業が事業の拡
大や革新等のため、プロフェッショナル人材を円滑に採用できるよう支援するもの。

○具体的には、各道府県に整備されている「プロフェッショナル人材戦略拠点」が中心となり、地域企業の経
営者に、新商品開発や新販路開拓などの「攻めの経営」への転身を促し、その成長戦略を実現するためのプ
ロフェッショナル人材に対する有望かつ明確なニーズを発掘し、連携する人材ビジネス事業者に人材ニーズを
取り繋ぐことで、プロフェッショナル人材と地域企業とのマッチングを支援する。

支援内容 ○各道府県に整備されたプロフェッショナル人材戦略拠点によるプロフェッショナル人材の採用支援。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

随時

備 考 －

連絡先

○各地域のプロフェッショナル人材戦略拠点
（プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト URL：http://www.pro-jinzai.go.jp/ ）

○内閣府地方創生推進室 TEL：03-6257-1412

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 地方創生カレッジ事業

予算額(百万円) 268

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地方創生の本格的な事業展開に必要な人材を育成・確保するため、実践的な知識やスキルをeラーニング
講座で提供し、習得できるようにする取組。観光・DMOに関連する講座も多数提供している。

対 象 者 観光・DMOに関わる地方公務員や民間事業者等（受講にあたり、特段の制限はありません）

対象事業

─  

支援内容

○「地方創生カレッジ」は、インターネットに接続できる環境であれば、パソコンやタブレット端末、スマートフォン
で、時間や場所の制約なく誰でも受講可能であり、現在、地方創生に関する多様な分野において152講座を
提供している。

○地方創生に関係する各分野の第一人者等が講師となり、①地方創生を担う人材が基礎として備えることが
望ましい知識・スキルを学ぶ「基盤編」、②地域のマネジメントや事業創造、観光振興などの地方創生の現場
で求められる専門的知識・スキルを習得する「専門編」から構成。

○観光・DMOに関する講座は19講座。
【観光・DMOに関する提供講座の一例】
・現代経営学研究所（神戸大学）：
「DMO特別講座（フランスなどの海外DMOの事例、DMOの基本的な役割や運営方法等）」
・ビジネス・ブレークスルー大学：
「魅力ある観光地域デザイン（小笠原の事例にみる観光地域デザイン等）」
・日本観光振興協会：
「DMO概論」「国内外のDMOに学ぶ」「DMO特別講座～実践者による最新事例紹介～」等
→これらの講座により、地域の観光戦略を策定し、戦略を統合・管理する人材、個別事業の経営に当たる人
材、第一線で中核的に活躍する人材の育成を図る

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 ─

連絡先

「地方創生カレッジ」 ＵＲＬ ： https://chihousousei-college.jp/

（公財） 日本生産性本部 地域経営支援センター

ＴＥＬ ： ０３-３５１１-４０１３
ＦＡＸ ： ０３-３５１１-４０３９
Ｅ-ｍａｉｌ ： college@jpc-net.jp

内閣府 地方創生推進室

ＴＥＬ ： ０３-６２５７-１４１２

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

80



施 策 名 文化芸術創造拠点形成事業
予算額(百万円) 2,312

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地方公共団体の文化事業の企画・実施能力を全国規模で向上させるととともに、地方公共団体が主体と

なって取り組む文化芸術事業を支援する。

対 象 者 地方公共団体

対象事業

地方公共団体が主体となり、地域住民や地域の芸・産学官とともに実施する、地域の文化芸術資源を活用
した取組や、地方公共団体等による文化事業の企画・実施体制を構築・強化する取組

支援内容

○文化芸術による地域経済活性化に資する取組 補助金上限額：１億円（補助率１／２）
○地域の文化芸術の振興に資する取組 補助金上限額：３千万円（補助率１／２）
○地域の文化施策推進体制を構築する取組 補助金上限額：２千万円（補助率１／２）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

今年度中に募集・採択を行う。

備 考 －

連絡先
文化庁地域文化創生本部
暮らしの文化・アートグループ

電話：075-330-6730（直通）
ＦＡＸ：075-561-3511

Ⅰ－3．特に…文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）
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施 策 名
博物館ネットワークによる未来へのレガシー継承・発信

事業

予算額(百万円) ６０

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
2019年ICOM京都大会や2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、博物館による日本の

魅力発信と地域活性化を図る観点から、複数の博物館により構成される博物館コンソーシアムによる共同展
示や共同研修、多言語による情報発信等の取組を促進する。

対 象 者 博物館又はその設置主体、複数の博物館により構成する実行委員会 等

対象事業

（１） 博物館コンソーシアムによる魅力発信、地域活性化
複数の博物館が連携し、個々の博物館では成し得ない以下のような取組を実施することにより、

博物館による魅力発信と地域活性化を図る。

① 共同展示、共同研修
② 多言語による情報発信
③ その他、地域活性化等に資する博物館の機能強化の取組（開館時間の延長、ユニークベ

ニュー、アウトリーチ等）

（２）博物館子供フォーラム（仮称）の実施
（３）海外博物館専門家との研究交流
（４）博物館レガシー調査研究

支援内容 対象事業（１）～（４） について委託事業を実施

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

第三者委員会における応募案件の事業評価を踏まえ、６月１日に委託契約締結（予定）

備 考

連絡先

文化庁 ＴＥＬ： ０３－６７３４－４７７２

企画調整課 FAX： ０３－６７３４－３８２３

メール： 未定

Ⅰ－3．特に…文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）
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施 策 名 国際文化芸術発信拠点形成事業
予算額(百万円) 1,852

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地域の文化芸術の力を活用した国際発信力のある拠点の形成により、2020東京大会とその後を見据えた

効果的な対外発信を行い、訪日外国人（インバウンド）の増加、活力ある豊かな地域社会の実現に資する。

対 象 者 地方公共団体、民間企業を含む実行委員会等

対象事業

日本全国で開催されている芸術祭や地方の行事をコアとした文化芸術事業を充実・発展させ、他分野との
有機的な連携を図ることで継続的に世界にアピールできる我が国を代表する国際文化芸術発信拠点を形成
する取組

支援内容

○補助金予定額：総額１８億円
○支援期間：最大５年間の継続支援

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

平成30年度から、最大5年間の継続支援を実施（平成31年度の新規募集は未定）

備 考 －

連絡先
文化庁文化部芸術文化課
文化活動振興室

電話：03-5253-4111
（内線2836）

ＦＡＸ：03-6734-3816

Ⅰ－3．特に…文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）
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施 策 名 エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業
概算要求額(百万円) 31

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 エコツーリズム推進法第16条

概 要
国立公園等において、自然観光資源を活用した地域活性化を推進するため、エコツーリズム推進法に基づ

く全体構想を作成し、原則として3年以内に認定申請を行う方針を有する地域協議会に対して、魅力あるプロ
グラムの開発、ガイド等の人材育成などの地域のエコツーリズムの活動を支援する。

対 象 者
エコツーリズムに取り組む又は取り組もうとする地域の多様な主体で構成されている地域協議会（市町村の

参加は必須）

対象事業

エコツーリズム地域活性化支援事業（交付金）
エコツーリズムを推進する活動で以下に掲げる事業等を支援。

・エコツーリズム推進全体構想の作成
・エコツーリズムの推進体制の整備、強化
・資源調査
・エコツアーのプログラムづくり
・ガイド等の人材育成 等

支援内容 交付対象経費の1/2を助成（１地域あたりの交付金額は最大で500万円（H30年度実績））

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

次年度分は概算決定後1月下旬～2月に募集予定

備 考 －

連絡先

環境省

自然環境局国立公園課
国立公園利用推進室

TEL：03-5521-8271
FAX：03-3595-1716

Ⅰ－4．特に…エコツーリズムの取組をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 地域IoT実装総合支援
予算額(百万円) 603

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地域活性化及び地域課題解決に向け、ICT/IoTの実装を目指す地域を対象に、地方公共団体のICT/IoT実
装に関する計画策定への支援、実装事業への財政支援、地域情報化アドバイザー派遣による人的支援など
地域IoTの実装を総合的に支援

対 象 者 地方公共団体、民間事業者

対象事業

（１）地域IoT実装推進事業
これまでの実証等の取組を通じて創出されたICT/IoT利活用の分野別成功モデル（観光クラウド、シェアリング
エコノミー等）の普及展開を促進

（２）地域IoT実装推進に向けた調査研究・計画策定支援事業
地域単位での調査研究を通じ、地方公共団体のICT/IoT実装に関する具体的な戦略・計画の策定を支援

（３）地域情報化アドバイザー派遣事業
ＩＣＴ/ＩｏＴの知見を有する専門家を派遣し、ＩＣＴ利活用やＩｏＴ実装を促進

支援内容

（１）地域IoT実装推進事業
① 都道府県及び政令指定都市を除く地方公共団体については１／２（上限２，０００万円）以内
② 都道府県及び政令指定都市を除く地方公共団体のうち、条件不利地域に該当する地方公共団体につい
ては１／２（上限２，０００万円）以内又は定額（上限１，５００万円）
③ 地方公共団体以外にあっては１／２（上限２，０００万円）以内

（２）地域IoT実装推進に向けた調査研究・計画策定支援事業
調査研究を通じて、複数の地方公共団体における地域IoT実装推進のための計画策定を支援

（３）地域情報化アドバイザー派遣事業
地域が抱える様々な課題を解決するため、ICT/ＩｏＴを利活用した取組を検討する地方公共団体等からの求
めに応じ、ICT/ＩｏＴの専門的な知見やノウハウを有する「地域情報化アドバイザー」を派遣し、 ICT/ＩｏＴ利活用
に関する助言等を行う

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

地域IoT実装推進事業（予定）
2018年９月 事業の公募開始（第３次）
2018年11月 外部委員による評価を踏まえ採択事業を決定
2018年12月 交付決定後、事業実施

備 考 －

連絡先

総務省 TEL： ０３－５２５３ー５７５６

情報流通行政局 FAX： ０３－５２５３ー５７５９

地域通信振興課
URL： http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/local_support/ict/index.html

Ⅰ－5．特に…ITを活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 地域オープンデータ推進事業
概算要求額(百万円) ４５０

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地域の課題解決や経済活性化、行政の高度化等に資するオープンデータを推進するため、地方公共団体に
おけるオープンデータの取組を支援する。

対 象 者 地方公共団体など

対象事業 －

支援内容

地方公共団体におけるオープンデータの取組を支援するため、データの加工・公開などオープンデータ化に
必要な知識・技術を体系的に習得できる研修を全国各地で実施し、地域でオープンデータを推進する地方
公共団体職員を育成する。併せて、データを保有する地方公共団体とそれを活用する民間事業者等との調
整・仲介や、公開されたオープンデータの有効活用につながる先進事例のユースケースの策定を行う。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

平成30年度～平成32年度の3カ年事業を予定

備 考 －

連絡先

総務省
情報流通行政局
情報流通振興課

TEL：03-5253-5748

Ⅰ－5．特に…ITを活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 インフラツーリズム
予算額(百万円) -

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

橋、ダム、港などのインフラ（社会資本）を観光資源として活用したインフラツアーを紹介するインフラツーリズ

ムポータルサイトを平成28年1月22日に開設し、全国各地で実施されている現場見学会や民間事業者が催

行するツアーなど、幅広く情報発信することにより地域活動を支援する。

また、観光ツアーに土木施設を組み込みたい、地元の資源を活かしたいといったインフラツーリズムに関するご

相談は各地方整備局等で受け付けている。

対 象 者
インフラツアーを開催したい民間事業者等、地域づくりに関心のある方全般

対象事業

インフラツーリズムポータルサイト
（※）

は既存のインフラや工事中のインフラを、観光ツアーに組み込んだ取組

（インフラツーリズム）を推進するために、全国各地の特徴的なインフラツアーの紹介、現在募集中の「各地方

整備局等が催行する現場見学会」、「民間事業者が催行するインフラツアー」（旅行商品への組み込みを含

む）や「旬なインフラツアー」等を掲載し、地域づくりに関心のある方全般に向けて幅広く情報発信をしている。

当ポータルサイトは定期的に情報を更新し、最新情報を集約し、紹介することによりインフラツーリズムの推

進を目指す。

（※）インフラツーリズムポータルサイトＵＲＬ

→http://http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/infratourism/index.html

支援内容

地方創生の推進に取り組む地方公共団体に対して、国内各所に整備されているインフラを活用した観光・
地域づくりの国内事例を、分野横断的に情報整理することで総合的な支援を実施する。
また、施設見学を取り入れた民間事業者等のツアーの企画・催行について相談を受け付ける。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先

国道交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 ＴＥＬ： ０３－５２５３－８９１２

Ⅱ．地域の魅力を発信したい！（ソフト事業）
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施 策 名 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業
予算額(百万円) 7,760の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
訪日外国人旅行者数4,000万人等の実現に向けて、ストレスフリーで快適な受入環境整備を図るため、全国共通ＩＣカー

ドの導入等の観光地までの移動円滑化や無料Wi-Fiの整備等の滞在時の快適性の向上等の取組について、地域の実情に

応じて支援する。

対 象 者

（1） 交通サービスインバウンド対応等支援事業
交通事業者、地域における協議会、地方公共団体等

（2） 宿泊施設のストレスフリー環境整備事業
基本的ストレスフリー環境整備：複数の宿泊事業者その他関係する事業者等により構成された団体

及びその構成員である宿泊事業者
バリアフリー環境整備 ：宿泊事業者

対象事業

(1) 交通サービスインバウンド対応等支援事業

・ ストレスフリーな交通利用環境の利便性向上等を実現するため、全国ICカードの導入や交通施設や車両等の洋式ト

イレ

・ 多機能トイレの整備、鉄道駅・バスターミナル等における移動円滑化のインバウンド対応事業に要する経費の一部に

ついて支援。

(2) 宿泊施設のストレスフリー環境整備事業

・ 旅館・ホテル等の宿泊施設において、訪日外国人旅行者にとって利用しやすい宿泊環境の整備を促進するため、宿

泊事業者が実施する無料公衆無線LAN環境整備や決済端末整備等の基本的ストレスフリー環境整備、及びトイレの

バリアフリー化や出入口の改修等のバリアフリー環境整備に要する経費の一部について支援。

支援内容

補助率
（1）・・・・・・・・・・・・定額、１／２、２／５、１／３、１／４（交通サービス調査事業においては上限1,000万円）

（2）・・・・・・・・・・・・基本的ストレスフリー環境整備：１／３
（補助金の合計額は宿泊事業者等団体又は構成員宿泊事業者の数に100万円を乗じた額を上限と
する。また宿泊事業者等団体又は一の構成員宿泊事業者に対する補助金の額は100万円を上限と
する。）

バリアフリー環境整備：定額（上限100万円）、１／２（上限500万円）

変更の
ポイント

対象事業（2）バリアフリー環境整備を追加 等

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

調整中

備 考 －

連絡先

(1) 国土交通省 総合政策局 公共交通政策部 交通支援課 TEL：03-5253-8396

(2) 国土交通省 観光庁 観光産業課 TEL：03-5253-8330

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 社会資本整備総合交付金

概算要求額(百万円) １，０６６，３２９の内数

区分
(新規・継続・変更)

継続

根拠法令等 都市公園法、河川法、海岸法、下水道法、道路法、港湾法 等

概 要
地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、政策目的実現のための基幹的な社
会資本整備事業のほか、関連する社会資本整備事業等を総合的・一体的に支援。

対 象 者 都道府県、市町村

対象事業

○基幹事業
社会資本総合整備計画の目標を実現するために交付金事業者が実施する基幹的な事業で

あって、次に掲げる事業

○関連事業
社会資本総合整備計画の目標を実現するため、基幹事業と一体的に実施する事業等

支援内容
社会資本総合整備計画に位置づけられた全ての事業について、各事業の当該年度の事業費に
事業毎に定められた国費率を乗じた基礎額を算出し、基礎額の合計額を超えない範囲で交付。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール

(予定)

未定

（参考）例年のスケジュール
新規計画について、前年度中に地方公共団体へ提出依頼。
当年度予算成立後に交付可能額を通知。その後、地方公共団体からの交付申請に基づき、交付
決定。

備 考 －

連絡先

国土交通省 大臣官房
社会資本整備総合交付金等総合調整室

ＴＥＬ：０３－５２５３－８９６７（直通）

ＨＰ ＵＲＬ：http://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000213.html

１．道路事業 ２．港湾事業
３．河川事業 ４．砂防事業
５．地すべり対策事業 ６．急傾斜地崩壊対策事業
７．下水道事業 ８．その他総合的な治水事業
９．海岸事業 10．都市再生整備計画事業
11．広域連携事業 12．都市公園・緑地等事業
13．市街地整備事業 14．都市水環境整備事業
15．地域住宅計画に基づく事業 16．住環境整備事業

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
官民連携による地域活性化のための基盤整備

推進支援事業

概算要求額(百万円) ３９１

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地方公共団体が行う社会基盤整備において、官民が連携し、民間の投資や活動と一体的に実施することに
より、観光振興等地域を活性化させる事業について、事業化検討経費を支援する。

対 象 者 地方公共団体（都道府県、特別区、市町村（一部事務組合及び広域連合を含む））

対象事業

補助率：１／２ ※採択にあたって金額に下限値及び上限値はない
対象分野：国土交通省所管の基盤整備事業の事業化検討経費
（例）道路、河川、港湾、都市公園、鉄道、空港等の公共土木施設

支援内容

民間の設備投資等と一体的に行うことにより、優れた効果の発現や効率性が期待できる国土交通省所管の
基盤整備事業（道路、河川、港湾、都市公園、鉄道、空港等の公共土木施設）の事業化に向けた必要な検
討経費を支援する。
具体的には、①基盤整備にかかる課題の整理や機能検討、概略設計などの施設整備の内容に関する調査、
②PPP/PFI導入可能性検討や具体的事業手法の選定など施設の整備・運営手法に関する調査が事業内容
である。

① 施設整備の内容に関する調査
（例）基礎データ収集、需要予測、概略検討、整備効果検討 等
② ①で調査した施設の整備・運営手法に関する調査
（例）PPP/PFI手法の選定、官民の業務分担、VFM算定 等

（平成３１年度の概算要求内容）
民間事業活動と一体的に実施する社会基盤整備の事業化検討の機動的な支援について、PPP/PFI推進

アクションプランの目標達成に向け、 PPP/PFI検討案件の優先採択等の措置を講ずるとともに、広域的な観
光・交流拠点形成の促進に係る基盤整備の調査を重点支援する。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

本調査費の支援を受けるまでの手順は以下のとおり。（年３回募集予定）
①募集（平成３０年度実績：第１回１月２２日～２月１６日、第２回２月２６日～４月１３日、第３回６月１１日～
７月６日）
②国土交通省へ応募書類（調査計画書、調査概要等）の提出
③審査（国土交通省における審査、財務省との実施計画協議）
④調査費配分の決定（平成３０年度実績：第１回４月１９日、第２回６月２８日、第３回９月６日）
⑤交付申請
⑥交付決定

備 考 http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html

連絡先
国土交通省 国土政策局 広域地方政策課 調整室
ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１（内線２９－９２４）
ＦＡＸ：０３－５２５３－１５７２

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 離島活性化交付金
予算額(百万円) １,８６０の内数

区分(新規・継続・変更) 変更

根拠法令等 離島振興法第7条３の2項

概 要
離島における地域活性化を推進するため、地方自治体等による離島の観光情報の発信、観光の拡大のため
の仕掛けづくり及び島外住民との交流の実施など、観光の推進による交流の拡大を支援する。

対 象 者 都道県、市町村、民間団体

対象事業

○「定住促進」事業・・・雇用機会の創出のための戦略産品開発、戦略産品の移出及び戦略産品の原材料
等の移入に係る海上輸送費支援、Ｕ・Ｊ・Ｉターン希望者のための情報提供、空家改修等の人材受入のための
施設整備、流通効率化関連施設整備など

○「交流促進」事業・・・離島における地域情報の発信、交流拡大のための仕掛けづくり、当該住民との交流の
実施の推進など

○「安全安心向上」事業・・・防災機能強化事業、防災計画策定等事業など

支援内容

上記事業に対する取り組みに対し、以下の交付率にて支援を行う。

補助率：都道県、市町村、一部事務組合・・・予算の範囲内で各事業の1/2以内
民間団体・・・予算の範囲内で各事業の1/3以内（ただし、国の負担額は、地方公共団体の負担額

と同額までとし、都道県、市町村、一部事務組合を通じた間接補助とする。）
流通効率化関連施設整備等事業については、1/2以内
特定有人国境離島地域における輸送費支援事業については、6/10以内（ただし、国
の負担額は、地方公共団体の負担額の３倍を超えない額までとする。）

変更の
ポイント

輸送費支援の指定品目数の拡大や旅館等から居住用住宅への改修、離島留学の支援制度拡大など、地域
資源を活かした産業の活性化や定住・交流人口の拡大に必要な支援を拡充する。

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

本交付金の手順は以下のとおり。

平成3１年2月～ ：要望聴取
平成3１年4月～ ：交付申請
平成3１年4月上旬：交付決定（以後随時交付予定）

備 考 －

連絡先

国土交通省 TEL： 03-5253-8421
国土政策局離島振興課 FAX： 03-5253-1594

URL: http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/
chirit/kokudoseisaku_chirit_fr_000007.html

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 地域再生制度
予算額(百万円) －

区分(新規・継続・変更) －

根拠法令等 地域再生法

概 要
地方公共団体が行う自主的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地

域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域再生法に基づき地方公共団体が作成する地域
再生計画の認定等を行う。

対 象 者 地方公共団体又は地方公共団体の組合

対象事業

地域再生計画の認定基準（地域再生法第5条第15項）
一 地域再生基本方針に適合するものであること。
二 当該地域再生計画の実施が当該地域における地域再生の実現に相当程度寄与するものであること

が認められること
三 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること

支援内容

地域再生計画に記載し、認定を受けることにより活用することが可能となる法律上の特別の措置及び各所
管省庁が地域再生計画と連動して実施する施策は、地域再生基本方針別表のとおり。
（詳細はこちら https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/kettei.html）

【観光地域づくりに資する施策】
○地方創生推進交付金（内閣府）
○地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）（内閣府）
○地域再生エリアマネジメント負担金制度（内閣府）
○商店街活性化促進事業に係る手続・資金調達の特例等（内閣府）
○農山漁村振興交付金（農林水産省） 等

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○毎年度5月、9月、1月頃 地方公共団体から地域再生計画の認定申請受付
○毎年度7月、11月、3月頃 内閣総理大臣が地域再生計画を認定

備 考 －

連絡先

内閣府 ＴＥＬ：03-5510-2474

地方創生推進事務局 ＦＡＸ：03-3591-1974

地域再生担当 ＵＲＬ：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/index.html

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 地方創生推進交付金
予算額(百万円) 115,000

区分(新規・継続・変更) 継続
根拠法令等 地域再生法（第13条、第5条4項1号）

概 要
地方創生の推進を目的として、地方版総合戦略に基づき、地方公共団体が自主的・主体的に行う先導的な

事業のうち、地域再生計画に記載された、複数年度にわたる事業について、国から交付金を直接交付すること
により、安定的かつ継続的に支援する。

対 象 者 地方公共団体

対象事業

地方創生の推進を目的として、地方公共団体において、それぞれの地方版総合戦略に位置づけられた事業で
あり、具体的には以下のような分野を想定：

支援内容

○ 地域再生法第5条4項1号に基づく地域再生計画に記載されている事項に対して、国から、地方創生推進
交付金（補助率：1/2）を交付。
※１ 対象事業の中に各府省庁が所管する他の予算制度がある場合には、その制度の活用が優先されるため、
本交付金の支援対象外。
※２ 本交付金の対象事業であっても、事業に係る地方公共団体職員の人件費、特定の個人や個別企業に対
する給付経費及びそれに類するもの及び施設や設備の整備、備品購入自体を主目的とするもの、貸付金又は
保証金、基金積立金は支援対象外。

○ 地方創生推進交付金の交付対象事業の採択に当たっては、①自立性、②官民協働、③地域間連携、④
政策間連携、⑤事業推進主体の形成、⑥地方創生人材の確保・育成、⑦国の総合戦略における５原則（将来
性、地域性又は直接性）の視点から、事業の先駆性を審査。

○ 上記の①～⑦のうち、特に重要な①～④が申請要件となっており、①～④まで全て満たす場合には先駆タ
イプ（都道府県：最大３億円（国費）、市区町村：最大２億円（国費））で申請することができ、①と②～④で２つ以
上該当する場合には、横展開タイプ（都道府県：最大1億円（国費）、市区町村：最大0.7億円（国費））での申請
が可能。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

平成30年度は平成30年1月25日に第１回募集を実施し、3月29日に採択事業を発表。第２回募集につい
ては、6月21日締切りで実施し、8月3日に採択事業を発表、8月31日に交付決定済み。

平成31年度も平成31年１月上旬を締切りとして第１回募集を実施し、４月上旬までに交付決定を行う予定。

備 考 －

連絡先

内閣府 ＴＥＬ： ０３－３５８１－４２１３

地方創生推進事務局 ＵＲＬ： http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/kouhukin/index.html

地方創生推進交付金担当

（１）しごと創生・・・・・・・・・・ ローカルイノベーション、ローカルブランディング（日本版DMO、地域商社）、
ローカルサービス生産性向上 等

（２）地方への人の流れ・・・ 移住促進、生涯活躍のまち、地方創生人材の確保・育成 等

（３）働き方改革・・・・・・・・・ 若者雇用対策、ワークライフバランスの実現 等

（４）まちづくり・・・・・・・・・・・ コンパクトシティ、小さな拠点、まちの賑わいの創出、連携中枢都市、商店街
活性化 等

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 中心市街地活性化制度
予算額(百万円) 10

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 中心市街地の活性化に関する法律

概 要
中心市街地の活性化に関する基本理念の創設、市町村が作成する基本計画の内閣総理大臣による認定

制度の創設、支援措置の拡充、中心市街地活性化本部の設置等の所要の措置を講ずることにより、中心市
街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進する。

対 象 者 市町村

対象事業

【基本計画の認定基準】
（第１号基準）中心市街地の活性化を図るための基本的な方針に適合すること
（第２号基準）当該基本計画の実施が当該市町村における中心市街地の活性化の実現に相当程度寄与す

るものであると認められること
（第3号基準）当該基本計画が円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること

支援内容

中心市街地活性化基本計画に記載し、認定を受けることにより活用することが可能となる法律上の特別の
措置及び各所管省庁が認定と連携して実施する施策は、認定申請マニュアルのとおり。

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/chukatu/ninteisinsei_manual.html

≪認定と連携した主な支援措置≫
(1) 地域・まちなか商業活性化支援事業（経済産業省）
(2) 社会資本整備総合交付金（暮らし・にぎわい再生事業）（国土交通省）
(3) 中心市街地活性化ソフト事業（総務省） 等

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

【中心市街地活性化基本計画認定の手続き】
例年、３月末認定のほか、市町村からの要望を踏まえ、６月及び１１月頃に認定
【連携した支援措置の手続き】
支援措置については所管省庁へ確認

備 考 －

連絡先

内閣府 ＴＥＬ：03-5510-2338

地方創生推進事務局 ＦＡＸ：03-3591-8801

中心市街地活性化担当 ＵＲＬ：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/chukatu/

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 地域公共交通確保維持改善事業
要求額(百万円) 29,327

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 等

概 要
地域の特性に応じた生活交通の確保維持、快適で安全な公共交通の構築、地域公共交通ネットワーク再
編の促進等、持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向けた取組を支援する。

対 象 者
交通事業者等（地域における協議会の議論を経て計画を作成することが前提）、地域における協議会
又は地方公共団体

対象事業

○地域の特性に応じた生活交通の確保維持（以下「確保維持事業」）
・幹線バス交通の運行

地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の運行や車両購入を支援。
・地域内交通の運行

過疎地域等において、コミュニティバス、デマンドタクシー等の地域内交通の運行や車両購入等を
支援。

・離島航路・航空路の運航
離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である離島航路・航空路の運航等を支援。

○快適で安全な公共交通の構築（以下「バリア解消促進等事業 」）
・ノンステップバスの導入、鉄道駅における内方線付点状ブロックの整備 等
・地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新 等

○地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画策定の後押し（以下「調査等事業」）
・地域公共交通活性化再生法に基づく地域公共交通網形成計画、地域公共交通再編実施計画等の

策定に係る調査
・上記の計画に基づき実施する利用促進の取組み（公共交通マップの作成等）や事業評価（協議会運

営・フォローアップ等）
・地域におけるバリアフリー化の促進を図るための移動等円滑化促進方針の策定に係る調査

支援内容

○確保維持事業 ＜補助率＞1/2 等
○バリア解消促進等事業 ＜補助率＞1/3 等
○調査等事業 ＜補助率＞1/2

※ 国の認定を受けた地域公共交通再編実施計画に基づく事業に対しては、補助要件の緩和等により支援
内容を充実

変更の
ポイント

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

事業により異なる。（以下URL参照）

備 考
詳細は以下URL参照
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000041.html

連絡先

国土交通省 ＴＥＬ： ０３－５２５３－８３９６
総合政策局
公共交通政策部 FAX： ０３－５２５３－１５１３
交通支援課

URL： http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/
sosei_transport_tk_000041.html

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 かわまちづくり支援制度
予算額(百万円)

都市水環境整備29,308
百万円の内数

社会資本整備総合交付
金1,066,329百万円の内

数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

河口から水源地まで様々な姿を見せる河川とそれに繋がるまちを活性化するため、地域の景観、
歴史、文化及び観光基盤などの「資源」や地域の創意に富んだ「知恵」を活かし、市町村、民間事
業者及び地元住民と河川管理者の連携の下、河川空間とまち空間が融合した良好な空間形成を目指
します。

対 象 者
市町村、民間事業者、市町村を構成員に含む法人格のない協議会
（以下、「推進主体」という）

対象事業

支援制度の登録を受けることができる要件は、「かわまちづくり計画」の対象となる河川が次の
各号のいずれかに該当するものとする。
１．歴史的風致維持向上計画や観光圏整備実施計画など国による認定が個別法で規定されており、
まちづくりと一体的に良好な河川空間を整備し、その利活用を図る必要がある河川

２．都市再生整備計画や地方再生計画など国による認定が個別法で規定されており、地域活性化
や地域振興に関する計画等において、まちづくりと一体的に良好な河川空間を整備し、その
利活用を図る必要がある河川

３．中心市街地活性化、国家戦略特区、地方創生特区及び環境モデル都市など国として積極的に
支援している地域活性化施策に関連して良好な河川空間を整備し、その利活用を図る必要が
ある河川

４．推進主体が河川空間と一体となったまちづくりを行うために自らが整備を計画し、良好な河
川空間形成のための諸活動を行っている等、推進主体の熱意が特に高く、河川空間を整備し、
その利活用を図る必要がある河川

支援内容

河川管理者は、支援制度に登録された「かわまちづくり計画」に基づき、次に掲げる「ソフト施
策」、「ハード施策」を行う。
１．ソフト施策
河川管理者は、推進主体の柔軟な提案・発想を尊重し、次の項目に積極的に取り組む。
一 推進主体と連携し、「かわまちづくり」の実現に向けて必要となる調査・検討を実施
二 全国の良好な整備事例やその後の活用について、推進主体に情報を提供
三 地域活性化の観点から地域が主体となって実施するイベント施設やオープンカフェの設置
等、河川空間を活かした賑わい創出や魅力あるまちづくりに寄与し、地域のニーズに対応
した河川敷地の多様な利用を可能とするため、河川敷地占用許可準則第２２による都市・
地域再生等利用区域の指定等を支援

２．ハード施策
河川管理者は、まちづくりと一体となった治水上及び河川利用上の安全・安心に係る河川管理
施設の整備を、事業着手後、概ね５カ年で積極的に推進する。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

①推進主体が河川管理者と共同で「かわまちづくり」計画を作成し、各地方整備局等を経由して水管理・国土
保全局長に支援制度への「かわまちづくり計画」の登録を申請

②水管理・国土保全局長が「かわまちづくり計画」の実現可能性等を勘案の上、登録
※登録については年度末の予定

備 考 －

連絡先

国土交通省
水管理・国土保全局河川環境課

TEL：０３－５２５３－８４４７
FAX：０３－５２５３－１６０３

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 街なみ環境整備事業

予算額(百万円)
社会資本整備総合交
付金（１，０６６，３２９百

万円）等の内数

区分
(新規・継続・変更)

継続

根拠法令等 －

概 要
住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び街づくり協定を結んだ住民が
協力して、住宅・地区施設等の整備改善を行うことにより、ゆとりとうるおいのある住宅地区の形成
を図る。

対 象 者 地方公共団体等

対象事業

【対象地域】
(１) 街なみ環境整備促進区域（①から③のいずれかの要件に該当する面積１ha以上の区域）

①ア 接道不良住宅率※70%以上
イ 住宅密度（公共用地、工場敷地を除く。）30戸/ha以上

※ 接道不良住宅：福音４ｍ以上の道路に接していない住宅
②ア 幅員6m以上の道路の延長が区域内道路総延長に対する割合25％未満

イ 公園、広場、緑地等の面積割合3%未満
③景観法による景観計画区域又は景観地区の一部又は全部を含む区域、歴史的風致維持向上

計画の重点区域の一部若しくは全部を含む区域、及び条例等により景観形成を図るべきことと
されている区域

(２) 街なみ環境整備事業地区（街なみ環境整備促進区域内で次の要件に該当する地区）
①面積0.2ha以上
②原則として、区域内土地所有者等による「街づくり協定」が締結されていること

【事業の概要】
(１) 協議会組織による良好な街なみ形成のための活動 (２) 計画策定
(３) ①地区施設等の整備 ②空家住宅等の除却 ③景観重要建造物、歴史的風致形成建造物
の整備
(４) ①門、へい等の移設 ②修景施設の整備 ③共同建替の共同施設整備 等

支援内容

（１）協議会活動助成 〈交付率〉1/2
（２）整備方針策定費 〈交付率〉1/2
（３）街なみ整備事業 〈交付率〉1/2、1/3
（４）街なみ整備助成事業※ 〈交付率〉1/3 

※施行者が要する費用の1/3以内かつ事業主体が補助する額の1/2以内

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール

(予定)
地方公共団体が社会資本整備総合交付金等の手続きに則り実施。

備 考 －

連絡先

国土交通省 TEL： ０３－５２５３－８５１７

住宅局 FAX： ０３－５２５３－１６３１

市街地建築課
市街地住宅整備室

URL： http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house
_tk5_000043.html

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進

事業

予算額(百万円) 1,025

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ー

概 要
地域の計画と連携し、自動車運送事業者等による次世代自動車への買い換え促進等を図るため、次世

代自動車の導入を行う者に対し、普及の段階に応じた支援を行う。

対 象 者 自動車運送事業者、地方公共団体等

対象事業

地域の計画と連携し環境に優しい次世代自動車の集中的導入・買い換えを行う事業

支援内容

○燃料電池タクシー、電気バス、プラグインハイブリッドバス、超小型モビリティ
：車両本体価格の１／２～１／３

充電設備等：充電設備等導入費用の１／３及び工事費の一部（定額）

○電気タクシー、電気トラック ： 車両本体価格の１／４
プラグインハイブリッドタクシー ： 車両本体価格の１／５
充電設備等 ： 充電設備等導入費用の１／４及び工事費の一部（定額）

○ハイブリッドバス・トラック、天然ガスバス・トラック ： 通常車両価格との差額の１／３

※経年車を次世代自動車に改造の上導入するものも対象とする。

変更の
ポイント

ー

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

以下URL参照

備 考
詳細は以下URL参照
http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1_000003.html

連絡先

国土交通省 ＴＥＬ： ０３－５２５３－８６０４

自動車局環境政策課 FAX： ０３－５２５３－１６３６

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

（例）
・燃料電池タクシー、電気バス・タクシー・トラック、プラグインハイブリッドバス・タクシーの導入
・超小型モビリティの導入
・ハイブリッドバス・トラック、天然ガスバス・トラックの導入
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施 策 名 地域まちなか活性化・魅力創出支援事業
予算額(百万円) 1,360

区分(新規・継続・変更) 新規
根拠法令等 ―

概 要
中心市街地・商店街を活性化するために行う、意欲ある地域における波及効果の高い複合商業施設等の整
備や、商店街における先進的なチャレンジや商店街が地域で必要とされる機能の強化を支援する。

対 象 者

（１）中心市街地活性化支援
認定中心市街地活性化基本計画に記載された事業を行う民間事業者 等

（２）商店街魅力創出支援
商店街組織、商店街組織と民間事業者の連携体

対象事業

（１）中心市街地活性化支援
中心市街地を活性化するために行う、意欲ある地域における波及効果の高い複合商業施設等の整備

（２）商店街魅力創出支援

商店街組織等が取り組む、地域への波及効果の高い、空き店舗対策や起業支援等、当該エリアの活性化・魅
力創出に資する取組や全国のモデルとなるような先鋭的なプロジェクト等

支援内容

（１）中心市街地活性化支援
○ 補助率：2/3、1/2以内

（２）商店街魅力創出支援
○ 補助率：2/3、1/2以内

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

（１）中心市街地活性化支援
未定

（２）商店街魅力創出支援
未定

備 考 －

連絡先

（１）中心市街地活性化支援
経済産業省 地域経済産業グループ 中心市街地活性化室 ０３－３５０１－３７５４

（２）商店街魅力創出支援
経済産業省 中小企業庁 商業課 ０３－３５０１－１９２９

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
自然環境整備交付金事業

環境保全施設整備交付金事業

予算額(百万円)
1,785（30年度当初）
2,285（31年度要求）

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
国立公園、国定公園等の保護と適正な利用を図るために都道府県が作成する自然環境整備計画、環境保
全施設整備計画に基づく整備事業の実施に対して、必要な経費を国が交付することにより、地域の自然環境
及び生物多様性の保全を推進し、自然共生社会づくりに寄与することを目的としている交付金事業。

対 象 者
自然環境整備交付金の交付を受けて交付対象事業を実施する都道府県及び都道府県からその経費の補
助を受けて交付対象事業を実施する市町村

対象事業

（１）国立・国定公園整備
公園事業として実施する道路（車道、自転車道、歩道）、橋、広場、園地、避難小屋、休憩所、野営場、駐

車場、桟橋、給水施設、排水施設、公衆便所、博物展示施設、植生復元施設、動物繁殖施設、砂防施設、
防火施設、自然再生施設 等

※国立公園整備については、植生復元施設、動物繁殖施設、自然再生施設は対象外。

（２）国立公園及び国定公園区域外の整備
長距離自然歩道（歩道、橋、標識類、路傍休憩地 等）
平成１８年度までに着手している国指定鳥獣保護区における自然再生事業

（３）国立公園施設の長寿命化対策整備
インフラ長寿命化計画（個別施設計画）を策定し、地方公共団体が予防保全型管理を行う既存の国立公

園施設

支援内容

（１）自然環境整備計画、環境保全施設整備計画に記載された交付対象事業の総事業費に対し、
国立公園整備事業、長寿命化対策整備事業は事業費の1/2、国定公園等整備事業は45/100を上限

（２）交付金は整備計画に位置づけられた交付対象事業に対し都道府県に交付

○交付対象事業の範囲内で整備する事業を自由に選択することが可能
○都道府県に交付された国費を都道府県の裁量により個々の事業に配分が可能
○年度途中で事業費が変更となった場合、当該年度の国費率を変え、次年度の交付額の算定において調
整することが可能（年度間調整）

これらにより、地方の創意工夫を生かした自由度の高い事業展開と、地域の状況に応じた柔軟な予算配分
が可能

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

都道府県知事より自然環境整備計画、環境保全施設整備計画を環境大臣へ提出 → 都道府県知事より
交付申請 →環境大臣が交付決定 → 都道府県が事業実施 → 都道府県知事より実績報告を環境大
臣へ提出 → 環境大臣が交付額の確定

備 考 －

連絡先

環境省 自然環境局
自然環境整備課
TEL 03-3581-3351(内線6698,6699) FAX 03-3595-0029
URL:http://www.env.go.jp/nature/park/koufukin/index.html

Ⅲ－1． 特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 生物多様性保全推進支援事業
概算要求額(百万円) 153

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等
■生物多様性基本法第４条、第８条、第１４条、第２１条
■地域における多様な主体の連携による生物の多様性の保全のための活動の促進等に関する法律第１４条

概 要
地域における生物多様性の保全・再生に資する活動等に必要な経費の一部を国が交付することにより、国土
全体の生物多様性の保全を図り、自然共生社会づくりを着実に推進する。

対 象 者

１の①～④は地域住民、NPO法人、事業者、地方公共団体、その他の地域における活動団体等により構成さ
れる地域生物多様性協議会等。ただし、①については地方公共団体も対象。
１の⑤は地域連携保全活動支援センター及び同センターの設置を予定している地方公共団体
２は動物園・植物園・水族館等
３は地方公共団体、NPO法人、企業等
４は地方公共団体、地域生物多様性協議会

対象事業

１ 生物多様性保全推進支援事業
下記メニュー①～⑤のいずれか一つ以上に該当する活動
①特定外来生物防除対策

外来生物法に基づく特定外来生物の対策
②生物多様性保護地域保全再生

自然公園法、自然環境保全法、鳥獣保護管理法など法律等で指定された保護地域における保全再生
③広域連携生態系ネットワーク構築

生物多様性地域連携促進法又は自然再生法における法定計画に基づき進められる生態系ネット
ワークの構築、これらの法定計画の策定
④国内希少野生動植物種等対策（平成29年度までに採択された継続事業に限る）

種の保存法に基づく絶滅のおそれのある野生動植物の保護対策
⑤地域民間連携促進事業

生物多様性地域連携促進法に基づく地域連携保全活動支援センターの設置又は運営に係る体制の
構築並びに同センターが実施する、地域・民間に対する連携のあっせん（企業と地域・NPO法人等との
マッチングを含む）、専門家の紹介等の取組

２ 国内希少野生動植物種生息域外保全
種の保存法に基づく国内希少野生動植物種について、動植物園等が取り組む種の保存に資する飼

育・繁殖

３ 国内希少野生動植物種保全対策事業
種の保存法に基づく国内希少野生動植物種について、地方公共団体や民間団体が取り組む分布状況

調査・保全計画策定、生息環境改善等の活動

４ 特定外来生物早期防除計画策定支援事業
地域に未侵入や侵入初期の種を対象とした早期発見・早期防除のための地域計画の策定

支援内容

１ １／２以内
２ 定額補助（１種につき上限2,000千円）
３ 定額補助

分布状況調査及び保全計画検討：上限2,500千円
生息環境改善等：上限1,500千円

４ 定額補助（１件につき上限2,500千円）

変更の
ポイント

・対象事業１の①については拡充、対象事業４を新規追加

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

4月上旬頃に公募を開始し、書類選考及び審査委員会等による審査を踏まえ、6月頃に採択内示（予定）

備 考 ハード事業は対象外

連絡先
環境省 自然環境局 自然環境計画課 生物多様性主流化室

TEL: 03-5521-9108

Ⅲ－1． 特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業）

101



施 策 名 文化財を活かした観光戦略推進プラン
予算額(百万円) 15,551

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
明日の日本を支える観光ビジョンを踏まえて文化庁が策定した「文化財活用・理解促進戦略プログラム
2020」を推進するための10事業を実施。

対 象 者 地方自治体、伝統文化の活用を推進する法人 等

対象事業

１．社会情勢に対応した文化財保護への機動的対応（新規）
文化財を核とする観光拠点の整備の加速や新たな修理手法の獲得等、文化財に係る社会情勢の変化等

による喫緊の課題の解決に資する事業を支援。

２．地域の美術館・博物館を中核とした文化クラスター形成事業

博物館を中核とした文化クラスター（文化集積地区）を形成し、地域の歴史、芸術、自然科学等の資源と創
造的活動を結びつけ、新たな付加価値を生み出す事業を支援。

３．観光拠点形成重点支援事業
文化財保存活用計画等に基づき実施される古民家を含む文化遺産を活用した観光拠点整備事業や、他

の地域におけるモデルとなるような優良な取組を重点的に支援。

４．日本遺産魅力発信推進事業
我が国の文化・伝統を語るストーリーを「日本遺産」として認定するとともに、認定地域の文化財群を総合的

に整備・活用し、国内外に戦略的に発信する取組を支援。

５．文化遺産総合活用推進事業
地域の文化遺産を活用した特色ある取組や、文化財保存活用地域計画等の策定、世界文化遺産及びユ

ネスコ無形文化遺産の活性化を図るための取組を支援。

６．日本の美再発見！文化財美術工芸品魅力開花推進事業
国宝・重要文化財（美術工芸品）の外観を健全で美しい状態に回復し、観光資源としての魅力を向上させる

事業（美装化）を支援。

７．美しい日本探訪のための文化財建造物魅力向上促進事業
重要文化財（建造物）及び登録有形文化財（建造物）の外観、内装（公開部分）を美しく保ち、観光資源とし

ての魅力を向上させる事業（美装化）を支援。

８．地域活性化のための特色ある文化財調査・活用事業
まとまって一箇所に伝存する絵画、彫刻、工芸品、古文書等を歴史資料群として価値づけを行い、保存・活

用（地元博物館での企画展示やＷＥＢによる公開等）に供する。

９．歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業
解説板、案内板等の作成、ガイダンス施設の設置等の来訪者目線での修復・復元や、観光客の利便性を

高め長時間滞在を可能とする施設・設備の整備を支援。

１０．地域の特色ある埋蔵文化財活用事業
出土した埋蔵文化財の積極的・総合的な公開活用のための展示、講演会等の事業や、調査・整理・公開

拠点となる施設の設備整備等について支援。

支援内容 上記の通り。詳細は各事業を確認のこと。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

各事業を確認のこと。

備 考 －

連絡先
文化庁
文化資源活用課

TEL：03－5253-4111
（内線2871）

FAX:03-6734-3820

Ⅲ－2． 特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
伝統的建造物群基盤強化 要求額(百万円) 2,000の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 文化財保護法第１４６条

概 要
重要伝統的建造物群保存地区の修理等の事業を一体的に実施することにより災害に強く魅力的なまちづくり
を実現する。

対 象 者
市町村

対象事業

（１）伝統的建造物群の保存・対策、防災対策に係る調査
（２）修理

重要伝統的建造物保存地区内の建造物等について、保存修理、修景、耐震改修を実施し、重要伝統的
建造物群保存地区の価値の維持と向上を図るとともに、積極的な利用を推進。
（３）防災施設等
重要伝統的建造物群保存地区の防災施設設置等
（４）買上
重要伝統的建造物群保存地区内の建造物、土地の公有化
（５）公開活用事業
重要伝統的建造物群保存地区内の公開活用に資する設備の整備等。

支援内容

補助金の額は、次に掲げる場合を除き、補助対象経費の５０％とする。
（１）補助事業者が地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）に規定する財
政再生団体である市町村又は過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）に規定する過
疎地域をその区域とする市町村である場合にあっては、補助対象経費の６５％とする。
（２）当分の間、補助事業者が沖縄県内に所在する市町村である場合にあっては、補助対象経費の８０％
とする。
（３）補助事業が災害復旧事業として行われる場合の補助率は、別に定めるものとする。
（４）当該年度の前々年度の財政力指数（地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号）第１４条及び第２
１条の規定により算定した基準財政収入額を同法第１１条及び第２１条の規定により算定した基準財
政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値）が１．00を超える指定都市にあっては、財政力指
数の逆数（調整率）を補助金の交付額に乗じて得た額とする。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

都道府県教育委員会を通じて申請。詳細は都道府県教育委員会に照会のこと。

備 考 －

連絡先

文化庁文化財部参事官

TEL：０３－６７３４－２７９２
FAX：０３－６７３４－３８２３
ＵＲＬ
http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/pdf/dento_kenzobutsu_h
ozontaisaku.pdf：
http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/pdf/juyo_kenzo_hozonchi
ku.pdf

Ⅲ－2． 特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業
要求額(百万円) １１,４５４の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
文化財建造物の適切な周期による保存修理を行うと共に文化財の解説板、情報機器の設置や展示、便益、管理のため
の施設・設備等の特色ある活用の取組に対して支援し、観光資源としての充実及び地域の活性化を図る。

対 象 者
文化財の所有者、管理団体など（詳細は要項を参照のこと）

対象事業

（１）根本修理
（２）維持修理
（3）特殊修理
（4）保存修理（近現代建造物）
（5）情報発信

修理時期を捉えた修理現場の公開等
（6）公開活用事業

文化財を分かりやすく解説する説明板や情報機器の設置、展示、便益、管理のための施設・設備の整備等

支援内容

（１）補助事業者が地方公共団体である場合の補助率は、次に定める場合を除き補助対象経費の５０％とする。
ア 当該年度の前々年度の財政力指数（地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号）第１４条及び第２１条の規定により算
定した基準財政収入額を同法第１１条及び第２１条の規定により算定した基準財政需要額で除して得た数値の過去３年
間の平均値）が１．00を超える都道府県又は指定都市にあっては、財政力指数の逆数（調整率）を補助金の交付額に乗
じて得た額とする。
イ 当該地方公共団体が、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）に規定する財政再生
団体又は過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）に規定する過疎地域をその区域とする市町村である
場合の補助率は６５％とする。
（２）補助事業者が営利法人又は登録有形文化財の公開活用事業及び解説整備事業を行う事業者のうち地方公共団体
を除く法人である場合の補助率は補助対象経費の５０％とする。
（３）補助事業者が上記（１）及び（２）以外の者である場合の補助率は、別に定める場合を除き、補助対象経費の５０％と
する。
ア 当該補助事業者の事業規模指数に応じ、別に定める加算率を限度として補助率の加算を行うことができる。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

都道府県教育委員会を通じて申請。詳細は都道府県教育委員会に照会のこと。

備 考 －

連絡先

文化庁文化財部参事官

TEL：０３－６７３４－２７９２
FAX：０３－６７３４－３８２３
http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/hojo/pdf/kenzobutsu_katsuyo.pdf

Ⅲ－2． 特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 農山漁村振興交付金
概算要求額(百万円) １１，０２３

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における

所得の向上や雇用の増大に結びつける取組を総合的に支援し、農山漁村の活性化を推進します。

対 象 者 都道府県、市町村、地域協議会、農林漁業者の組織する団体等

対象事業

（１）農山漁村普及啓発対策
➀地域活性化対策

農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した地域の活動計画づくりや実践活動、及び優良事例や農業遺
産のＰＲ活動等を支援
➁都市農業機能発揮対策

農業体験や交流の場の提供など、都市農業の多様な機能を発揮する取組等を支援
➂スマート定住条件強化緊急対策

農業の発展の素地がある一方で、定住条件が不十分な地域において、ＩＣＴを最大限活用したモデル構想の
策定や試行となる取組を支援

（２）農山漁村交流対策
➀農泊推進対策

「農泊」をビジネスとして実施できる体制の整備、観光コンテンツの磨き上げや滞在施設の整備等を一体的に
支援
➁農福連携対策

福祉農園等の整備による障害者や生活困窮者等の受入、農業経営体の障害者受入をサポートする人材育
成等の取組を支援

（３）農山漁村定住促進対策
➀山村活性化対策

地場の農林水産物等の山村の特色ある地域資源の潜在力を活用するため、地域資源の商品化や販売促進
等の取組を支援
➁農山漁村活性化整備対策

市町村等が作成する活性化計画に基づき、農山漁村における定住、所得の向上や雇用の増大を図るために
必要な生産施設等の整備を支援

支援内容

（１）農山漁村普及啓発対策
➀地域活性化対策 ➁都市農業機能発揮対策 ➂スマート定住条件強化緊急対策

交付率：定額 交付率：定額 交付率：定額
実施期間：上限２年 等 実施期間：上限２年 等 実施期間：上限2年 等

（２）農山漁村交流対策
➀農泊推進対策 ➁農福連携対策

交付率：定額、１／２ 等 交付率：定額、１／２
実施期間：上限２年 等 実施期間：上限１年 等

（３）農山漁村定住促進対策
➀山村活性化対策 ➁農山漁村活性化整備対策

交付率：定額 交付率：定額、１／２等
実施期間：上限３年 等 実施期間：上限５年 等

変更の
ポイント

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

平成３１年度予算決定以降に公募等の上、採択予定。

備 考 －

連絡先

農山漁村普及啓発対策に関すること
農林水産省農村振興局農村計画課 TEL：０３－６７４４－２２０３

農山漁村交流対策に関すること
農林水産省農村振興局都市農村交流課 TEL：０３－３５０２－５９４６

農山漁村定住促進対策に関すること
農林水産省農村振興局地域整備課 TEL：０３－３５０１－０８１４

Ⅲ－３．特に…農林水産業を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）
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Ⅳ．特例措置（特区）を利用して地域の魅力を向上したい！

施 策 名
構造改革特区域制度

（新たな規制の特例措置の提案及び
構造改革特別区域計画の認定）

予算額（百万円） 10.2

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 構造改革特別区域法

概 要 構造改革を推進し、地域の活性化を図ることを目的として、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入する。

対 象 者
○新たな規制の特例措置の提案…地方公共団体、民間事業者、個人等
○構造改革特別区域計画の認定…地方公共団体

対象事業

構造改革特別区域計画の記載事項は以下のとおり。
○構造改革特別区域計画の作成主体の名称
○構造改革特別区域の名称、範囲、特性、意義・目標
○構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域にもたらす経済的社会的効果
○特定事業の名称

支援内容

構造改革特別区域計画で実施できる特定事業は、構造改革特別区域基本計画の別表１に記載されている
特例措置のとおり。
＜観光地域づくりに関連した特例措置＞※平成30年９月現在

○特定農業者による特定酒類の製造事業【特定事業番号707(708)】
農家民宿等を営む農業者が、自ら生産した米又は果実を原料とした濁酒（いわゆる「どぶろく」）又は果実酒
を製造するため、濁酒又は果実酒の製造免許を申請した場合には、一定の要件の下、最低製造数量基準
（現行６キロリットル）を適用しない。

○特産酒類の製造事業【特定事業番号709(710､711)】
地域の特産物である農産物等を原料とした単式蒸留焼酎、果実酒、原料用アルコール又はリキュール（以
下「特産酒類」という。）を製造するため、特産酒類の製造免許を申請した場合には、最低製造数量基準を、
単式蒸留焼酎又は原料用アルコールにあっては適用除外、果実酒にあっては２キロリットル、リキュールに
あっては１キロリットルとする。

○地域の特性に応じた道路標識設置事業【特定事業番号1218】
案内標識及び警戒標識の寸法、並びに案内標識に表示する文字の寸法を二分の一まで縮小することを可
能とする。

○地域限定旅行業における旅行業務取扱管理者の要件緩和事業【特定事業番号1226】
地域の旅行業務取扱管理者に他業種との兼任を認める。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○ 規制の特例措置の提案募集
○ ５月・９月・翌１月頃 地方公共団体より、構造改革特別区域計画の認定申請
○ ７月・11月・翌３月頃 内閣府が構造改革特別区域計画を認定
※スケジュールは予定であり、詳細は随時HPでご確認ください。

備 考 －

連絡先

内閣府

地方創生推進事務局

構造改革特区担当

TEL：０３－５５１０－２１５９、２４６６

FAX：０３－３５９１－１９７３

URL： http:www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kouzou2/index.html
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この資料の作成にあたっては、「日本版DMO」を核とする観光地域づくりに対する関係省庁
連携支援会議の構成メンバーに協力頂きました。

チームリーダー 国土交通省観光庁次長
チームリーダー代理 国土交通省観光庁観光地域振興部長
副チームリーダー 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部参事官
構成員 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課長

総務省自治行政局地域自立応援課地域振興室長
金融庁監督局銀行第二課長
金融庁監督局総務課協同組織金融室長
文部科学省総合教育政策局地域学習推進課
厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部生活衛生課長
農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課長
経済産業省商務情報政策局サービス政策課長
国土交通省総合政策局交通計画部交通計画課長
国土交通省総合政策局公共事業企画調整課事業総括調整官
国土交通省都市局都市政策課長
環境省自然環境局国立公園課国立公園利用推進室長

お問い合わせ先

国土交通省 観光庁 観光地域振興部 観光地域振興課（ＤＭＯ支援室）
（「日本版DMO」を核とする観光地域づくりに対する関係省庁連携支援会議事務局）

〒100-8918 東京都千代田区霞が関2-1-2
ＴＥＬ：03-5253-8328 ＦＡＸ：03-5253-8122

http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/


